
２０２１年度 第２回町田市障がい者施策推進協議会 次第 

 

２０２１年９月２９日（水）１８時３０分～ 

町田市庁舎 ２階 ２－２会議室 

 

【１】開会 

 （１）会長の選任について 

 

【２】報告事項 

 （１）町田市第５次障がい者計画 ２０２０年度実績振り返りについて 

    （第 1回協議会での委員意見に対する各課からの回答） 

 

【３】議事 

 （１）町田市障がい福祉事業計画（第５期計画） ２０２０年度実績について 

 （２）町田市障がい者プラン２１－２６ 重点施策の２０２１年度の課題について 

 

【４】その他 

 

【５】閉会 

 

資料 

資料１   第５次町田市障がい者計画付属資料（２０２０年度実績） 障がい者施策推進 

      協議会及び各部会からの意見 

資料２-①  町田市障がい福祉事業計画（第５期計画）２０２０年度までに達成をめざす 

      成果目標【２０２０年度実績】 

資料２-②  障害福祉サービス等の実績 

資料２-③  サービス提供体制確保のための方策の主な実施状況 

資料２-④  参考資料 

資料２-⑤  障がい福祉事業計画の振り返り 各部会からの意見 

資料３-①  町田市障がい者プラン２１-２６ 重点施策一覧と２０２１年度目標値・ 

      進捗状況  

資料３-②  町田市障がい者プラン２１-２６の重点施策における２０２１年度目標値・ 

            進捗状況に対する意見 

 

 

 

 

 

 

次回の協議会について 

 

２０２１年度 第３回町田市障がい者施策推進協議会 

日程：２０２１年１１～１２月予定（未定） 

 

※地域生活支援拠点、精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築については 

 第３回協議会にて進捗状況を報告する予定です。 



資料１

NO ページ 分野 事業名 所管課 意見の内容 意見に対する回答

1
P8、ほ
か全体
的に

3-1 学び、文化
芸術、スポーツ
活動のこと

障がい者青年学
級充実に向けた
調査・研究事業

生涯学習セン
ター

重点事業について、協議会からの提案理由と、実施された
事業、その報告内容、評価に乖離がある。何を問題として協
議会が指摘しているのかに立ち返って事業の振り返りをして
ほしい。

ご意見をふまえ、障がい者プラン21-26の振り返りを行って
いきます。

（当該事業について所管課からの回答）
各年度の学級生数とスタッフ数（ボランティア含む）は以下の
とおりです。
2017年度171名、64名
2018年度166名、73名
2019年度161名、66名
2020年度164名、46名
2020年度に担当者が減ったのは、コロナ禍でのスタッフ離
れと、大学の授業のリモート化などでスタッフ募集ができな
かったためです。
2021年度は、大学の授業にリモート参加するなどを行い、一
定程度の応募がありました。
青年学級の充実に向けた今後の考え方としては、スタッフ募
集について従来の手法に捕らわれず、新たな手法も検討す
るとともに、スタッフの定着化に向けた工夫も行っていきま
す。

2 Ｐ50
3-5 家庭・家族
を尊重すること

町田市育児支援
ヘルパー派遣事
業

子ども家庭支援
センター

ヘルパーの利用実績が年々減っていることについて、時間
があわない等のミスマッチといった理由が挙げられていた
が、減った理由の分析のみにとどまっている。
ヘルパーが足りないことで時間が合わないのではないか
等、改善点を分析し、進捗管理を行っていく必要がある。

2018年度の利用者減少に直結した要因は特定できません
が、2019年度、2020年度の利用者減少については、コロナ
の要因が大きいと考えられます。利用者増を目指す取組み
として、2021年度から利用者の対象範囲を、生後2カ月から
生後1歳の前日まで、双子の場合は2歳の前日から3歳の前
日までの乳幼児を育てている世帯に、三つ子以上の場合
は、4歳の前日まで拡大しました。それに伴いリーフレットを
より分かりやすくするために内容をリニューアルし、新たに
市内の産婦人科へも配布しています。
なお、ヘルパーの派遣は複数の事業者に委託しており、希
望の時間帯においてヘルパーが足りない際は、事業者間で
調整し対応しています。

3

P19,
57,
58,
64,
65,
70

3-1 文化・芸術・
スポーツ活動
3-6 保健・医療
のこと
3-7 情報アクセ
シビリティのこと
3-8 生活環境と
安全・安心のこと
3-11 理解・協働
のこと

（関連）
町田市文化プロ
グラム（まちだ〇
ごと大作戦18-
20）、
地域普及啓発事
業、
ホームページ再
編成検討会、
市の新築建築物
及び既存建築物
のユニバーサル
デザインによる
整備事業、
障がい福祉啓発
事業、
二次避難施設の
拡充と適切な利
用に向けた周
知、
障がい福祉啓発
事業

文化振興課
広報課
健康推進課
障がい福祉課
福祉総務課

広報関係では「ホームページに掲載しました」という報告が
多い。
しかし、町田市のホームページのトップから、障がいに関す
る情報を見つけようとしても、努力をしないと見つからない構
造である。
あのホームページに掲載しても周知にはならない。
実態調査でも、情報が届いていないというのが結果として出
ていたはずである。
もう少し根本的に、特設ページを作るとか、全庁的に検討し
てほしい。

ご意見としてうかがいます。

（広報課から）
・トップページの作りについては、障がい福祉課から個別に
ご相談ください。今後の改修や一時的に目立たせる等につ
いて対応を検討します。
・メール配信（メール・LINE）の「障がい」のカテゴリを作成し・
情報発信してはいかがでしょうか。情報を必要としている方
に直接情報を提供することが出来ます。

4 P42
3-4 相談するこ
と

町田市精神障が
い者地域活動支
援センターまちプ
ラ機能の検討

障がい福祉課

まちプラについて、新しい計画だとコラムに大きく載っている
が、事務局の回答だと相談支援事業所ではないとのこと。
民生委員としてはまちプラがよく分からないので、相談でき
るところなのかな？と思ってしまい、違和感がある。

また、まちプラについて、1ヶ所しかないので自分にあわない
ときに他を探せない。また、堺地域からは遠いといったお声
を聞く。せめて他にもう一か所ほしい。
今後、次年度に向けてまちプラに関して何か計画があれば
知りたい。

まちプラは「相談支援事業所」ではありませんが、相談がで
きないというわけではありません。ただし、一般的な相談に
ついては、相談いただいた後に、しかるべき機関につなぎ、
そこで継続して相談を受けていく流れになります。
まちプラについて、どう周知を図っていくかということを運営
法人とも検討していきます。

5
3-4 相談するこ
と

（その他） 障がい福祉課
（まちプラに関連して）精神について
基幹のところがはっきりしていない。どこが相談を受けるの
かをはっきり示すべき。

まず地域の障がい者支援センターに相談していただくのが
基本となります。障がい者支援センターのバックアップを、基
幹として障がい福祉課が行っています。

※ページ番号は、第１回障がい者施策推進協議会 資料 「第５次町田市障がい者計画 付属資料（進行管理用）２０２０年度実績反映版」のページとなります。

第５次町田市障がい者計画付属資料（２０２０年度実績） 障がい者施策推進協議会及び各部会からの意見

障がい者施策推進協議会（６月２８日開催）

1 ページ



資料１
NO ページ 分野 事業名 所管課 意見の内容 意見に対する回答

7 （その他） 障がい福祉課

新しい計画でも精神の地域移行についてあげられている
が、各支援センターの対応にも問題があると思う。基幹に行
かないと自立支援の手続きができないなどの課題がある。
医療と福祉が分かれていることもあり、今後どういうふうにし
ていくのか、支援のあり方を考えていってほしい。

ご意見としてうかがいます。

NO ページ 分野 事業名 所管課 意見の内容 意見に対する回答

1
P14～

16

3-1 学び、文化
芸術、スポーツ
活動のこと

（関連）
スポーツ施設の
利用の拡大

障がい福祉課

スポーツ教室の中止が続いていることは仕方ないと思うが、
コロナ禍で出来ていないことについて書かれていない。
この事業は、サン町田旭体育館で行われているスポーツ教
室のことではないのか。
ストレスが溜まっている人がたくさんいる中で、コロナ禍でつ
ながりがなくなってしまい心配な状況。何かできることはない
のか。

・障がい児スポーツ教室（障がい児者水泳教室含む）は、障
がい福祉課所管の別事業です。
・サン町田旭体育館で33回、町田市子ども発達センタープー
ルで28回実施する予定でしたが、新型コロナウイルス感染
拡大防止のため、年度当初から中止となりました。
・利用者への意向調査や、利用者・指導員・施設管理者の
各代表との打合せを実施し、再開に向けた検討を行いまし
た。参加を希望する利用者もいる一方で感染不安の声が多
く、開催場所の利用制限・体制の不十分さなどもあり、再開
には至りませんでした。引き続き再開に向け検討していきま
す。
・教室は実施できませんでしたが、指導員確保のため、広報
まちだ・町田市ボランティアセンターで指導員を募集しまし
た。

（障がい福祉課から）
重度のグループホームについては、人手や専門知識、支援
力が必要なことから、なかなか市内に増えない現状がありま
す。一方、たとえば自立した生活のための、通過型のグルー
プホームや、一人暮らしに近いサテライト型のアパートタイプ
のグループホームなどは市内でも運営されています。本人
の状況にあったサービスにつなげて自立に向けた支援をし
ています。

（堤委員から）
相談支援部会において「重い障がいのある方」とは、介護を
必要とする方、医療的ケアを必要とする方。
市内に新しいグループホームができても、知的、精神障がい
の人対象ばかりで、日常的な介助を必要とする人のグルー
プホームは数が少なくて満杯である。
自立支援という言葉について、重心の人の自立とは、その
人たちの親なきあとの行き場所、というところになろうかと思
うし、その議論をしているところである。

（小野委員から）
重度の障がいの人に重点がおかれ、狭間にある精神の人
のサービスが不足しているということか。
情報提供だが、今日、厚労省の社会保障審議会がひらかれ
ており、居住支援がテーマ。自立生活援助が広まらないこと
についてや、グループホームには障がい支援区分1・2・3の
方が滞留しており、その方たちは地域にもっと移行できるの
ではないかなどの課題が上がっている。しかし、地域移行を
考えるに、地域での訪問支援、就労の支援、重い障がいの
ある人のグループホームが十分ではない現状がある。公費
として重度加算があるが、看護師の配置が3人以上必要で
あり、そういったグループホームは地域にはない。
相談と計画部会としては、知的・身体だけでなく精神も含
め、重い障がいがある人が地域で暮らしていくための支え
や資源が手うすいという制度上の欠陥があるというのが主
な意見である。

（清水委員から）
病院から退院し、移行支援を使って地域に移行したい、とい
う方が増えてきている。
病院に32年間入院していた方のケースでは、知的の障がい
があるのか、長期入院により生活能力が奪われてしまった
のか、話しても本人の意図がわからない方で、手帳も持って
おらず、これからアセスメントをしていくところ。
これまで明らかになっていない、こういった方が地域で暮ら
せるように「精神障がいにも対応した地域包括ケアシステ
ム」のなかでしくみを作っていかなければという議論をしてい
るところだ。

6 3-2 暮らすこと （その他） 障がい福祉課

2 P8
3-1 学び、文化
芸術、スポーツ
活動のこと

障がい者青年学
級充実に向けた
調査・研究事業

生涯学習セン
ター

青年学級が行われていない現状下で、生涯学習センターが
ワクチン接種会場になっている。会員の中には、町田市はこ
のまま青年学級を縮小していくつもりなのだと思っている人
もいるが、今後も充実を図っていく方針で変わりないのか。

（小野部会長から）
・充実を図るのは当然のことで、第5次計画での取り組みが
次の「障がい者プラン21-26」にもつながっている。障がい者
プラン21-26の18ページで、障がいがある人の生涯学習を
発展させていくことについて目標を掲げている。

（所管課から）
青年学級は、障がいのある人の貴重な学びの場であること
を前提として、町田市での取組は以下の特徴があります。
①他の自治体、文科省、NPO法人などから、多くの視察が
あること。
②社会教育実習の受け入れ先となることで、多くの学生に、
学びの場となっていること。
③青年学級事業から生まれた市民活動としての若葉とそよ
風のハーモニーコンサートは、市の文化となっていること。
④わかそよ同様に、青年学級事業から生まれた地域への広
がりとして、とびたつ会、おなべの会、スケッチルーム、上を
向く会など、障がいのある人の学習活動を担う団体が生ま
れたこと。

これらの青年学級以外の活動を広げ続けるため、今後も基
本となる青年学級の充実を図ります。

障がい者計画部会（６月１日開催）

重度のグループホームなど、町田市の政策として重度の障
がいの人のところを重点的にやっていくというような話が部
会長から出されたが、精神障がいなど、自立している人の
ニーズはどうなのか。自立支援、移行についてはどのように
考えているのか。
精神障がいでは、手帳を持っているひとは自立支援を受け
ている人の半分くらいである。

2 ページ



資料１
NO ページ 分野 事業名 所管課 意見の内容 意見に対する回答

3 P8
3-1 学び、文化
芸術、スポーツ
活動のこと

障がい者青年学
級充実に向けた
調査・研究事業
（関連）

保健予防課

生涯学習センターがワクチン接種会場となっていることによ
り、集まる機会・場が失われている。場所や環境の変更に対
して理解が難しい人にとっては困難な状況。近くにある健康
福祉会館が利用できるはずなので、65歳以上の人のワクチ
ン接種が終了した段階で会場を変更してもらえないか。

ワクチン接種の集団接種会場の設置を検討する際、一定規
模の面積があり、接種終了時期まで継続して利用ができる
施設であることを要件といたしました。健康福祉会館は集団
検診（乳幼児健康診査、歯科健康診査）が月8回実施される
ことを考慮し、生涯学習センターを接種会場として利用して
います。

4 Ｐ20 3-2 暮らすこと 訪問等相談事業 保健予防課

難病の種類が増えている中で、生活実態調査では難病患
者の方から「生活上の不安」に関する意見が多く寄せられて
いた。そういった意見がどこまで浮かび上がっているのかが
疑問。
件数的には相談を受けているようだが、その実態は特定の
難病の方に限定されているのではないか。
療養環境整備のために保健所とのつながりを強めるのは大
切だが、その先にある生活上の課題や悩みはどこで対応し
てくれるのかがあやふやではないか。

（障がい福祉課から）
保健所で対応する主な相談は、ケースワークを行っている
方への対応となっています。新規の方からの相談もあります
が、生活に関する様々な相談は、東京都難病相談・支援セ
ンターに問い合わせいただくことが多いです。

（所管課から）
・2020年度訪問等相談実施状況
家庭訪問160 所内相談22 電話相談422 関係機関への連
絡450 合計1054
（2020年度は新型コロナウイルス感染症の影響で、訪問数
が減少し、代わりに電話相談で対応しました。）
・ケースワーク以外の難病患者さんの相談は、話を傾聴した
後、東京都難病相談・支援センターや難病患者就職サポー
ターをご案内して納得していただけています。
・相談者の実人数については、家庭訪問が97名、所内相談
が17名でした。

5 Ｐ24,26 3-2 暮らすこと

グループホーム
開設支援、重い
障がいのある人
のグループホー
ムにおける支援
力の向上に向け
た取り組み

障がい福祉課

グループホームで生活する上で、「一人でやると危ないから
やめて」という職員と、「自分で出来ないの？」という職員が
両方いる。職員が助けてくれてありがたいと思う一方で、か
つて自分で出来ていたことが出来なくなってしまうことへの
不安がある。
また、てんかん発作について「ここは生活の場だから発作を
おこして倒れたり、ヘッドギアを使うようならグループホーム
にはいられない」という考えの職員がいる。どこまで周囲の
人に支援や助けを求めて良いのか？と常に悩む。
どこのグループホームに行っても、てんかんや持病のある
人はいさせてもらうことが難しく、出ていかなければならない
ものなのか？と不安になっている。病気や障がいが重い人
も受け入れてくれて安心して生活出来るグループホームを
作ることは出来ないのだろうか。
誰もが安心して暮らせる空間づくりのためには、バックでグ
ループホームを支える体制づくり（職員体制を充実させて、
ゆとりを持って当事者と向き合いながら支援が出来るように
するなど）をする所からではないかと考える。

ご意見としてうかがいます。

6 Ｐ24,26 3-2 暮らすこと

グループホーム
開設支援、重い
障がいのある人
のグループホー
ムにおける支援
力の向上に向け
た取り組み

障がい福祉課

昨年度の計画部会でも意見が出ていたが、軽度のホームは
増えている一方で、重度のホームが増えていない。また、支
援の質も十分でない。上記5の意見にあるような現状では、
到底グループホームとはいえない。
東京都からは、営利法人やコンサル任せの事業者で、法人
としての考えをきちんと持っていない事案が増えていること
について注意喚起がなされた。グループホームの増加ととも
に、事故や虐待の件数が増えている。

ご意見としてうかがいます。

7 Ｐ25 3-2 暮らすこと
支援人材確保の
ための催し等へ
の共催

障がい福祉課

2018年度から△の評価が続いている。コロナ禍で介護関係
の事業所はどこも人材確保がひっ迫しており、職員の定着
率も従来より低い印象。そもそも福祉人材の不足はだいぶ
前から言われているため、催し等への共催だけでは足りな
いのではないか。
人材面で厳しくなっている事業所が増えているため、待ちの
姿勢ではなく、他の業種から引っ張ってくるくらい働きかけを
強めてほしい。

8 Ｐ25 3-2 暮らすこと
支援人材確保の
ための催し等へ
の共催

障がい福祉課

障がい部門は高齢者や児童と比べて、当事者団体の動き
が目立たない。高齢であれば介護人材開発センター、児童
では保育園協会などによる人材確保の取り組みで所管課が
関わっていた例がある。当事者団体や民間とどう共催してい
くかが今度の課題だと思う。
提案理由に「研修・啓発だけでなく」とあるが、市として研修
や啓発に力を入れていく考えはないのか。
（小野部会長から補足）グループホームで求人を出しても、
夜間支援がネックとなってなかなか応募者が来ない。高齢
分野や通所系事業所に行ってしまう。

9 Ｐ26 3-2 暮らすこと

重い障がいのあ
る人のグループ
ホームにおける
支援力の向上に
向けた取り組み

障がい福祉課
重度の方へのグループホームの支援は今の加算では足り
ていない。どの部分がどう足りないのか、町田市から国へ働
きかけていってほしい。

ご意見としてうかがいます。

10 Ｐ26,27 3-2 暮らすこと

重い障がいのあ
る人のグループ
ホームにおける
支援力の向上に
向けた取り組み

障がい福祉課
2020年度の取り組み結果に「事業者の提案と町田市の求め
るニーズが合致せず」とあるが、これはどういう意味か。

日中サービス支援型グループホームにおける町田市しての
考えは、毎日の通所が難しい重度の方を対象としたグルー
プホームです。しかし、通常のグループホームよりも規模を
大きく設定できることから、儲け本位のような営利法人系の
参入が多い現状です。
昨年度も1件評価を行いましたが、重度の支援を見据えてお
らず、「最重度の方の受け入れ」という町田市のニーズと合
致しなかったため、設置に至りませんでした。
ショートステイを義務付けている点も、さらに難しくなっている
要因として考えられます。

障がい者プラン21-26の69ページで、支援人材確保、質の
向上のための人材育成について重点事業を設定していま
す。関係機関との連携等、この取り組みの中で今後検討し
ていきたいと考えています。

3 ページ



資料１
NO ページ 分野 事業名 所管課 意見の内容 意見に対する回答

11 Ｐ29 3-2 暮らすこと

長期入院してい
る精神障がいの
ある人の地域移
行への支援

障がい福祉課

落ち込んだ生活が長く、精神科病院に入院した。
部屋にはベットとトイレのみで、時計やナースコールはない。
看護師は必要最低限しか話さず、「食欲ありますか」「体調
はどうですか」などの言葉はない。扉を叩いても誰も来ず、
シャワーやひげ剃りなどもできない。寝る以外何もすること
がない状態。入院病棟に精神科医は常駐しておらず、閉鎖
された部屋から二度と出られないという恐怖を感じた。
このことから、急性期の患者は別としても、望まない束縛を
受けている精神障がい者はたくさんいるとわかった。退院し
ても居場所がない、家族の都合で入院している患者もいる。
多くの長期入院者を出さないということに多くの課題がある。

ご意見としてうかがいます。

12 Ｐ29 3-2 暮らすこと

長期入院してい
る精神障がいの
ある人の地域移
行への支援

障がい福祉課

施設入所の人も含むが、長期入院・入所から地域生活に移
行した経験者が「退院・退所後どのように地域生活を始めた
か」といった事例を今の入院患者・入所者に伝わるような取
り組みをしてほしい。経験者から話を聞いたり、経験者から
サポートを受けることによって、不安感を取り除いていくとい
う海外での取り組み事例がある。ぜひ検討してほしいが、町
田市ではそういった取り組みは行っているのか。

グループホームが増えていることもあり、病院からグループ
ホームにつながる移行する事例などはみられます。経験者
の声を取り入れる活動については、現在は行っていません
が今後ピアサポート等の形で検討してみたいと考えていま
す。

13 Ｐ29 3-2 暮らすこと

長期入院してい
る精神障がいの
ある人の地域移
行への支援

障がい福祉課
コロナ禍で籠りがちになり、調子を崩して再入院となった事
例などはあるか。

新型コロナウイルスの影響により入退院が増えたという話
は特に入ってきていません。

14 Ｐ31,32
3-3 日中活動・
働くこと

優先調達の推進 障がい福祉課

①2020年度の目標額が平均額に変更した理由を知りたい。

②2019年度から2020年度で実績額が増えているが、コロナ
禍でも金額が増えた理由を知りたい。

①例年2年前の実績額を超えるよう設定していたが、年度に
よって金額が上下するため平均額を目標値にするように変
更しました。

②資産税に関するデータ更新（特例子会社）、印刷物関連、
公園の草花管理など、業務委託の規模が大きかったことと、
学校給食として食材を発注したことにより、前年度の実績値
より高くなっています。
新型コロナウイルスの直接的な影響としては「イベントが出
来ず、発注がなかった」などの事例が報告されています。

15 Ｐ36
3-3 日中活動・
働くこと

一般就労の推進 障がい福祉課

どの程度の身体障がいの方が雇用につながったのか分か
るようにしてほしい。
重度で訪問介護を受けながら、テレワークで民間企業で雇
用されている人が増えている。
市として、企業はもちろんのこと、障がいのある人にもそう
いった働き方を提示できるようにしてほしい。

支援センター利用者の中で、身体障がいで在宅で勤務して
いる人は比較的少ない現状があります。
過去2～3年の就労実績として、肢体不自由で車椅子を使用
している方では、人材派遣やIT、小売、食料品関連の業種
で事務としての就職事例があります（うち在宅勤務は一
社）。

その他、在宅勤務ではありませんが聴覚障がい、音声・言
語障がい、左肢体不自由、心臓機能障がいなどの方がお
り、保育園（軽作業・清掃等の補助）、介護施設（作業補助・
造園）、寝具販売（オペレーター）、銀行（事務）等の就労実
績があります。

16 P36
3-3 日中活動・
働くこと

一般就労の推進 障がい福祉課

高齢者のふれあい館などで、視覚障がい者がマッサージ事
業などに従事し収入を得られるような助成金が過去にあっ
たが、徐々に減らされて最終的にはなくなってしまった。近
年マッサージ店が増えたことにより、視覚障がい者の就労の
機会が減っている。会社でヘルスキーパーとして就労するこ
とも可能だと思うが、ある程度年齢を重ねて通うことができ
なくなってくる人も出てきている。
タクシー券も同様だが、この助成金を他市で出している事例
が現在もある。町田市の制度は障がい者にとって冷酷だと
感じることがある。

ご意見としてうかがいます。

17
3-3 日中活動・
働くこと

（その他） 障がい福祉課
施設の借上費補助が減らされたら非常に困る。運営が成り
立たなくなるため、減額するようなことがあってはならない。

補助の拡充、少なくとも現状を維持する姿勢で、財政当局と
交渉を行っていきます。

19 P51
3-6 保健・医療
のこと

医療機関に対す
る研修会等の実
施（関連）

保健総務課

精神障がいがあるが、怪我・手術で一般病棟へ入院。精神
障がいがあることでの医師・看護師の対応に不都合はなく、
温かい対応をしてもらった。しかし中堅規模の病院で精神科
がなく、精神疾患に精通した医師や看護師がいなかった。

障がいがある人が貧困であることが多く、治療費の出すのも
大変という側面がある。入院するにも、家族の付き添い等サ
ポートが不可欠。家族がいなければ大変な事になるため、
障がい者支援センターや作業所職員など、障がい者をサ
ポートする人が絶対的に必要。障がい者が安心して暮らし
ていける、差別のない世の中になって欲しい。

ご意見としてうかがいます。

18 Ｐ50
3-5 家庭・家族
を尊重すること

町田市育児支援
ヘルパー派遣事
業

子ども家庭支援
センター

2018年度以降評価が△が続いているのはなぜか。

（障がい福祉課から）
見込んだ件数よりも利用者が少なく評価は△としており、少
なかった要因として以下が考えられます。
・利用者が利用したいと思ったときに入れるヘルパーがいな
かった。
・コロナ禍でヘルパーを入れることに抵抗があった。
・利用の相談があっても、身近にサポートできる人がいるた
めに利用対象にならなかった。

（所管課から）
2018年度の利用者減少に直結した要因は特定できません
が、2019年度、2020年度の利用者減少については、コロナ
の要因が大きいと考えられます。利用者増を目指す取組み
として、2021年度から利用者の対象範囲を、生後2カ月から
生後1歳の前日まで、双子の場合は2歳の前日から3歳の前
日までの乳幼児を育てている世帯に、三つ子以上の場合
は、4歳の前日まで拡大しました。それに伴いリーフレットを
より分かりやすくするために内容をリニューアルし、新たに
市内の産婦人科へも配布しています。
なお、ヘルパーの派遣は複数の事業者に委託しており、希
望の時間帯においてヘルパーが足りない際は、事業者間で
調整し対応しています。

4 ページ
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20 Ｐ53
3-6 保健・医療
のこと

普及啓発事業 保健予防課

何をテーマに講演会を行っているのか。
このご時世で、ただ講演会を開催するだけで良いのか。
2020年度にYｏｕｔｕｂｅで開催したというのは良いことだと思
う。
難病や福祉サービスにつながっていない人たちが、自分の
困りごとを検索して、情報を集められる、サービスにつなげ
られるという点で有効ではないか。
求められている情報が何なのか、企画の段階できちんと考
え、ただ回数をこなすのではなく情報提供がニーズにあった
ものになるよう注力すべき。
そのために、当事者を巻き込みながらコミュニティを育てて
いくことが今後の課題。

（障がい福祉課から）
難病がある方の災害時支援に関する講演で、今回の動画
用に新たに作成しました。
動画の内容は、保健所からの情報提供に加え、人工呼吸器
を装着している人への災害時対応、在宅難病患者の災害時
における医療と地域の連携、災害時要支援者をモデルとし
た都市型災害時支援体制等についてです。4つの動画を
2020年11月の一ヶ月間配信し、視聴回数は各動画で130回
程度となりました。最多視聴動画は169回でした。

（所管課から）
2020年度講演会のテーマは、「在宅人工呼吸器装着難病患
者の災害対策」でした。
災害時に難病患者さんが自助力を発揮できるようにするこ
と、地域支援者としてできることを内容に含めました。
今後は、神経・筋・難病以外の患者さんから相談を受ける、
就労をテーマに取り上げることが課題です。

21 P62
3-7 情報アクセ
シビリティのこと

市からの情報発
信のバリアフリー
化推進事業（関
連）

情報格差をなくすためには、聴覚障がい者のための
Youtube手話ニュースなどが必要。文章以外での情報提供
を行うことにより、外国人や文章が苦手な人のためにもな
る。

ご意見としてうかがいます。

22 （その他）

コロナ措置法により、障がい者優先でもあるが、関係者まで
保障してほしい。
聴覚障がい者と手話通訳者を同時に保障できる仕組みが
必要。

意見としてうかがいます。

23 Ｐ78
3-9 差別をなく
すこと・権利を守
ること

障がい児（者）の
虐待防止の普
及・啓発

障がい福祉課

年度ごとに虐待通報の件数を数字で示せると、どのような取
り組みをしてどうなったかが分かりやすいのではないか。町
田市障がい者プラン21-26では重点施策にはなっていない
が、虐待防止に向けて具体的に何をするのかが明確になっ
ていくと良い。

障がい者施策推進協議会で行う予定の虐待状況報告の際
に、前年度・当該年度の取り組みについても併せて報告を
行います。

24 Ｐ78
3-9 差別をなく
すこと・権利を守
ること

障がい児（者）の
虐待防止の普
及・啓発

障がい福祉課

愛光園（愛知県）のグループホームで事件となった虐待の例
があるように、法人の理念や支援の方針等が末端の職員ま
で浸透しない。虐待は入所施設だけでなくグループホーム
や通所施設でも起こる。
障がいのある人は障がい者である前に、一人の人間である
という命の尊厳をどう守るのか。町田市の計画の理念で掲
げてきた「命の価値に優劣はない」という考え方を、市内の
すべての事業所に浸透させなければならない。市内でも危
ういと感じる事業所はある。虐待が増えているのは事実なの
で、市の施策として何かできれば良い。

（補足）
虐待の件数報告は、秋頃か年度末の障がい者施策推進協
議会で行います。

NO ページ 分野 事業名 所管課 意見の内容 意見に対する回答

1 Ｐ76
3-9 差別をなく
すこと・権利を守
ること

「障害者差別解
消法」の町田市
のルール作りの
検討

障がい福祉課

知的障がいがある人が独り暮らしをしたくて不動産屋に行っ
て「『自分はこういう者だけれども、家を探したい』と言ったら
『そういう人は大家さんに迷惑をかけるので仲介できない』と
言われたが、どうしたらいいのか」という相談を受けた。「障
がい者への理解促進及び差別解消の推進に関する条例」
が制定されることで、一般の会社など企業活動をしていると
ころへの指導権限が発生するのか。

東京都には、既に「東京都障害者への理解促進及び差別解
消の推進に関する条例」が施行されているので、市としても
訴えがあればそれに沿ってサポートしています。

2 Ｐ41
3-4 相談するこ
と

町田市精神障が
い者地域活動支
援センターまちプ
ラ機能の検討

障がい福祉課

精神障害の人からよく相談があり、「まちプラ」を紹介してい
るが、相談支援の事業所ではないので、とても使いにくいと
いう話があった。どうしてまちプラに相談支援事業所がない
のかという素朴な質問である。

「まちプラ」は「地域活動支援センター」であって、相談支援
事業所ではありません。このセンターの活動として、精神障
がいの相談は受けていますが、定期的に受けるというより
は、相談されたときに適切な支援機関の案内を行っていま
す。

3 Ｐ44
3-4 相談するこ
と

相談支援指針の
普及

障がい福祉課
精神障害の人が使えるような相談支援事業所がどのぐらい
あるのか。

精神、身体、知的障がいの全ての相談を受けるところがほと
んどです。

4 Ｐ50
3-5 家庭・家族
を尊重すること

結婚・出産・子育
ての支援

障がい福祉課
育児支援について、取組内容が最初は延べ175件だったの
が、95世帯に激減している。背景として何があるのか。

2018年度の利用者減少に直結した要因は特定できません
が、2019年度、2020年度の利用者減少については、コロナ
の要因が大きいと考えられます。利用者増を目指す取組み
として、2021年度から利用者の対象範囲を、生後2カ月から
生後1歳の前日まで、双子の場合は2歳の前日から3歳の前
日までの乳幼児を育てている世帯に、三つ子以上の場合
は、4歳の前日まで拡大しました。それに伴いリーフレットを
より分かりやすくするために内容をリニューアルし、新たに
市内の産婦人科へも配布しています。
なお、ヘルパーの派遣は複数の事業者に委託しており、希
望の時間帯においてヘルパーが足りない際は、事業者間で
調整し対応しています。

相談支援部会（５月２５日開催）
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5 P84
3-11 理解・協働

のこと

市の講演会等に
おける手話通
訳・要約筆記の
設置体制の強化

障がい福祉課

手話通訳・要約筆記の評価について、2020年度は新型コロ
ナウイルスの影響でイベントが中止になって激減している、
これは理由としては仕方ないにしても、2020年度の目標の
35件を大きく下回っているにもかかわらず、評価として○が
ついているのはなぜか。

2020年度の評価については基本的にどの事業についてもコ
ロナの影響を受けているので、それを考慮しないで評価して
しまうとほぼ△になってしまう。新型コロナウイルスの関係で
予定していたイベント、事業ができなかった、回数が減ってし
まったということが多発したので、何もできなかったものにつ
いては「－」の評価無し。本来であれば実施できてコロナで
回数が減ってしまった、コロナでそもそもの数が減ってしまっ
たというところにつきましては、一応取組自体は実施してい
るので○としました。

NO ページ 分野 事業名 所管課 意見の内容 意見に対する回答

1 Ｐ35
3-3 日中活動・
働くこと

町田市知的障が
い者対象非常勤
嘱託員採用選考

職員課

「知的障がい者及び精神障がい者にも拡大することを決定
し、実施要項等の準備を行いました」とあるが、精神障がい
者も含めて拡大することを決定したと認識してよいか。また、
「要項等の準備を行いました」とは、どういう内容なのか。

障がい者対象一般事務の採用試験に関する取り組みです。
2020年度までの試験では身体障がいのみが対象でしたが、
2021年度実施の試験では障がい種別を限定しない形とな
り、実質、対象の障がいが精神障がいも含め拡大されること
になります。このことについて2020年度に決定しており、
2021年度実施の職員採用試験に係る応募要件や受験上の
配慮等を記載した採用試験実施要項は、8月末までホーム
ページで公表されています。

2 Ｐ35
3-3 日中活動・
働くこと

町田市知的障が
い者対象非常勤
嘱託員採用選考

職員課

2021年度の職員採用試験というのは、2022年度の新入職
員のための採用試験ということだが、職員採用の制度設計
をする際に、この部会または障がい者施策推進協議会の意
見を把握する・聞く機会があるのか。
この文面だと分かりにくいと思うが、知的障がいの会計年度
任用職員2名を継続して雇用したこととは別に、この会計年
度任用職員ではない人を2021年度から採用するということ
で良いのか。
職員採用試験の制度設計がどのようなものになっていくの
か、大変関心を持って見ている。実はこれが町田市内の
様々な事業所に対してもインパクトがあると思うし、市が関
与するセクターに対する影響力のことを念頭に置きながら制
度設計してもらいたい。

（障がい福祉課から）
2020年度第3回就労・生活支援部会で職員課から報告した
「町田市職員障がい者活躍推進計画」（2021年度から開始）
の中に、募集対象の障がい種別を拡大することが含まれて
います。この部会でご意見を伺った上で、2021年度に対象
者を拡大し、一般職の採用試験で既に実施されているという
経過になります。

（所管課から）
就労・生活支援部会委員の皆様からのご意見は、町田市職
員障がい者活躍推進計画の進捗状況を部会にて報告させ
ていただく際に伺うことを考えております。
2021年度の職員採用試験の対象は、一般職の職員であり、
現在雇用している知的障がいの会計年度任用職員2名とは
別の採用です。2022年度からの採用を予定しています。

3 Ｐ35
3-3 日中活動・
働くこと

町田市知的障が
い者対象非常勤
嘱託員採用選考

職員課

町田市の中の社会資源として存在している就労・生活支援
センター等と連携しながら、精神・知的障がい者の雇用の本
格化ということも申し上げてきた経緯があるが、今回の募集
に当たっては、そういったところとの連携は進んでいるの
か。

現在、就労・生活支援センターとは知的障がいの会計年度
任用職員の雇用にあたり、協力を得ています。今後、町田
市職員障がい者活躍推進計画の推進にあたり、特にチャレ
ンジ雇用の人数や対象者の拡大を検討していくなかで、さら
なる連携が必要だと考えています。

4 Ｐ37
3-3 日中活動・
働くこと

「就労定着支援
事業」の基盤整
備支援

障がい福祉課
精神障がいの方が就労実績として増えてきている現状があ
るため、定着率としても精神の方がどの程度定着できている
のか見ておかなければならないと思う。

2019年度中に新規で就労定着支援を利用した52人の障が
い種別は、身体1人・知的4人（うち1人精神重複）・精神48人
（うち1人知的重複）となっています。
2020年度の定着状況は、途中で支援終了を希望した人を除
き、1年以内に6人（全て精神障がい）が離職しました。

就労・生活支援部会（５月３１日開催）

6 ページ



町田市障がい福祉事業計画（第５期計画） ２０２０年度までに達成をめざす成果目標

【２０２０年度実績】

３－１ 施設入所者の地域生活への移行 【計画掲載ページ １３P～１５P】

評価 ○➡実施できた △➡一部実施できた ×➡実施できなかった

評価 評価 評価

・グループホームの開設に関する相談（意

見書の作成・短期入所の併設等）に対応す

るほか、施設整備補助は可能な限り実施し

ていきます。

〇 〇 〇

・特に重い障がいのある人が利用しやすい

基盤の整備につとめます。
△ 〇 〇

・現在、市内にない単独型や通所施設との

併設型の開設に向けて支援します。
〇 〇 〇

・引き続きグループホームの開設時に短期

入所の併設促進をはかるとともに、基盤整

備をすすめていきます。

〇 〇 〇

・短期入所の開設に関する相談（意見書の

作成等）に対応するほか、「施設整備補

助」は可能な限り実施していきます。

△ 〇 △

地

域

生

活

へ

の

移

行

に

向

け

た

支

援

・施設入所者の区分認定調査や計画相談の

モニタリング等の際に、地域移行に関する

本人の意向や希望の聞きとりをおこないま

す。

〇 〇 〇

成果目標

2016年度末時点の施設入所者数234人のうち2020年度

末までに９％（21人）以上の人を地域生活に移行する

2016年度末時点の施設入所者数234人を2020年度末ま

でに２％（５人）以上減らして、229人以下にする

2018年度

資料２－①

短

期

入

所

の

基

盤

整

備

2020年度成果目標を達成するための方策 2019年度

・新たに11箇所のグループホー

ムが開設しました。

・グループホームの建設に関す

る相談、意見書の作成、入札の

立会い等に対応しました。

2018年度に開設したグループ

ホーム1件に対し初度調弁費と

して補助を行いました。

・新たに18件のグループホーム

が開設しました。

・グループホームの建設に関す

る相談、意見書の作成、入札の

立会い等に対応しました。新設

のグループホーム1件に対し初

度調弁費として補助を行いまし

た。

重度の障がいのある人向けのグ

ループホームの開設を勧奨した

ことで、受入れを検討する事業

者が増加しました。また、重度

の障がいのある人を多く受け入

れるグループホームの開設に関

する意見書を1件作成し、2020

年度の開所につながりました。

重い障がいのある人を多く受け

入れているグループホームへの

訪問や聞き取りを行い、実態把

握を行いながら補助等のあり方

について検討を行いました。

短期入所の開設相談には対応し

ましたが、施設整備補助は実施

しませんでした。今後の補助実

施に向け、補助要綱の見直しに

着手しました。

単独型短期入所の開設相談に5

件対応し、1件が開設に繋がり

ました。

施設整備・開設についての相談

が67件あり、特にグループホー

ムの開設相談（29件）の際には

短期入所の併設も含めた開設勧

奨を行いました。単独型1箇所

を含む3箇所の短期入所が新た

に開設しました。

単独型短期入所が1件開設しま

した。また、新たに1件の開設

相談に対応しました。

施設整備・開設についての相談

が46件あり、特にグループホー

ム開設相談(28件)の際には短期

入所の併設も含めた開設勧奨を

行いました。

開設相談に対応し、1件の事業

所に対し意見書を作成しまし

た。施設整備補助を見直し、新

たに短期入所開設に関する補助

を追加しました。

グ

ル

ー

プ

ホ

ー

ム

の

整

備

・新たにグループホームが16ユ

ニット開設しました。

・グループホームの建設に関す

る相談、意見書の作成、入札の

立会い等に対応しました。新設

のグループホーム1件に対し初

度調弁費として補助を行いまし

た。

重度の障がいがある人向けのグ

ループホームの開設を勧奨しま

した。また、重度化や高齢化に

対応したグループホームの開設

に係る意見書を4件作成し、

2021年度の開所につながりま

した。

区分認定調査時に状況を確認

し、本人や家族の意向を聞き、

計画相談のモニタリングの確認

をしています。

区分認定調査時に状況を確認

し、本人や家族の意向を聞き、

計画相談のモニタリングの確認

をしています。

2018年度

3人

237人

2019年度

2人

235人

2020年度

2人

239人

単独型短期入所が2件開設しま

した。

施設整備・開設についての新規

相談が35件あり、特にグループ

ホーム開設相談(21件)の際には

短期入所の併設も含めた開設勧

奨を行いました。単独型2箇所

を含む3箇所の短期入所が新た

に開設しました。

短期入所の新規開設相談はあり

ませんでした。短期入所を含め

た日中サービス支援型グループ

ホームの開設相談がありました

が、町田市のニーズと合致せず

設置には至りませんでした。

区分認定調査時に状況を確認

し、本人や家族の意向を聞き、

計画相談のモニタリングの確認

をしています。

（注）障がい者計画の評価基準

とは異なるため、新型コロナウイ

ルスの影響を考慮した評価の

修正等は行っていません。

1



３－２ 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 【計画掲載ページ １６P～１７P】

評価 ○➡実施できた △➡一部実施できた ×➡実施できなかった

評価 評価 評価

△ △ △

△ × △

〇 〇 〇

３－３ 地域生活支援拠点等※の整備 【計画掲載ページ １８P】

評価 評価 評価

〇 △ 〇

△ × 〇

グループホームの体験入居利用

から始めて、受け入れがすすむ

よう支援しています。

他の分野（保健・医療分野等）

との具体的な協議の場の検討に

は至っていません。

・2019年度から地域生活支援拠点として備えるべき機

能的内容及びしくみの構築に向けた検討に着手します。

相談支援部会において今後の検

討に向けた話し合いを行いまし

た。

2019年度

成果目標

市町村ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場の

設置

・障がい福祉の分野だけではなく、他の分野（他の福祉

分野や保健・医療分野等）の既存の協議会等、庁内でお

こなわれている関係のある協議体を把握し、精神障がい

のある人が地域で生活することを具体的に検討できる協

議体のあり方を検討していきます。

・長期入院者が地域で安心して生活できるようにするた

めに、グループホーム等での積極的な受け入れがすすむ

よう支援を継続します。

他の分野（他の福祉分野や保

健・医療分野等）の既存の協議

会等、庁内でおこなわれている

関係のある協議体を把握しまし

たが、具体的な協議の場の検討

には至っていません。

グループホームの体験入居利用

から始めて、受け入れがすすむ

よう支援しています。

成果目標を達成するための方策 2018年度

・地域移行支援・地域定着支援を適切な機会に利用でき

るように、サービスの周知をおこなうとともに、障がい

者支援センター及び市内精神科病院との定期的な連携の

場をつくっていきます。

地域にある長期入院患者の多い

病院の訪問をし、地域移行支援

導入までの現場での認識や病院

の入院患者の現状について情報

共有しました。

市内精神科病院と地域移行支

援・地域定着支援事業所、グ

ループホーム、障がい者支援セ

ンターで地域移行支援について

の勉強会を行いました。

成果目標

2020年度

コロナ禍のため、病院訪問が最

小限となり、連携の場を作るこ

とはできませんでしたが、精神

関係の資源マップを市内精神科

病院に配布しました。

市の関係部署と協議の場の設置

について検討し、2021年度よ

り協議していきます。

グループホームの体験入居利用

から始めて、受け入れがすすむ

よう支援しています。

2020年度

都や他市の事例を収集しまし

た。

地域生活支援拠点として備える

べき機能的内容及びしくみの構

築に向けた検討をしました。

評価 ○➡実施できた △➡一部実施できた ×➡実施できなかった

地域生活支援拠点等の整備

・2018年度から先進事例等の情報収集をおこないま

す。

都や他市の事例を収集しまし

た。

都や他市の事例を収集しまし

た。

成果目標を達成するための方策 2018年度 2019年度

※地域生活支援拠点等：障がいのある人の重度化・高齢化や「親亡き後」を見すえた、①親元からの自立等の相談、②グループホーム等の体験の機会・場、

③緊急時の受け入れ、④専門性、⑤地域の体制づくりの機能を備えた拠点や、それらの機能を分担した面的な支援をおこなうものです。

2018年度

市の関係部署と協議の

場の在り方を共有しま

した。

2019年度

市の関係部署と協議の

場の在り方について検

討には至っていませ

ん。

2020年度

市の関係部署と協議の

場の設置について検討

し、2021年度より協議

していきます。

2018年度

町田市に合った実施体

制について研究してい

るところです。

2019年度

町田市に合った実施体

制について研究してい

るところです。

2020年度

町田市としての地域生

活支援拠点の設置につ

いて検討しました。

地域生活支援拠点として備える

べき機能的内容及びしくみの構

築に向けた検討に着手できませ

んでした。

2



３－４ 福祉施設から一般就労への移行 【計画掲載ページ １９P～２２P】

※1:生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援

※2:2016年度実績値より低い目標値となっていますが、年度により実績のばらつきがあるため、2015年度の実績も考慮し成果目標を設定しています。

※3:第５期計画で新たに設置された指標（2018年度創設の障害福祉サービス）。

※4:国の成果指標にはない項目。「就労・生活支援センター等から一般就労する人数」とは、週20時間未満の就労や障がい非開示での就労も含めた一般企業等への就労者数を

いう（東京都と同様の考え方）

評価 ○➡実施できた △➡一部実施できた ×➡実施できなかった

評価 評価 評価

・公共職業安定所、商工会議所、企業、教

育機関、就労・生活支援センター等と連携

し、障がい者雇用の支援施策を検討しま

す。

〇 〇 〇

・関係機関と連携しながら、セミナー開催

等を支援し、障がい者雇用制度、支援機関

の役割、事例、特例子会社制度等を周知

し、企業等の理解促進、啓発をすすめてい

きます。

〇 〇 〇

・公共職業安定所と協力し、就職面接会を

引き続き実施していきます。
〇 〇 ×

関

係

機

関

と

の

連

携

・

調

査

・

検

証

に

よ

る

雇

用

の

推

進

〇就労移行支援事業の利用者数

2016年度実績の2割以上増加

【2016年度実績】 114人

【2020年度目標】 137人以上

2020年度

78人

〇就労定着支援による職場定着率※３

就労定着支援による支援開始１年後の職場定着率

【2016年度実績】

―

【2020年度目標】

8割以上

成果目標

〇就労移行支援事業等※1を通じて一般就労に移行する

者

2016年度実績の1.5倍以上

【2016年度実績】 52人

【2020年度目標】 78人以上

成果目標を達成するための方策 2018年度 2019年度

・就労・生活支援部会を2回開

催し、就労支援関係機関との情

報共有に取り組みました。

・町田商工会議所との共催で、

市内中小企業を対象とした障が

い者雇用促進のためのセミナー

を実施しました。

・障がい者就職面接会を実施

し、企業32社、求職者194人が

参加しました。

・「就労・生活支援部会」を2

回開催し、就労支援関係機関と

の情報共有に取り組みました。

・町田商工会議所との共催で、

市内中小企業を対象とした障が

い者雇用促進のためのセミナー

を実施しました。その他、市庁

舎での福祉関連のイベントに

て、特例子会社や支援機関につ

いて紹介を行いました。

〇就労・生活支援センター等から一般就労する人数※４

【2016年度実績】

62人

【2020年度目標】

65人以上

2018年度

92人

2019年度

111人

2020年度

・就労・生活支援部会を3回開

催し、就労支援関係機関との情

報共有に取り組みました。

・町田商工会議所との共催で、

市内中小企業を対象とした障が

い者雇用促進のためのセミナー

を実施しました。

・新型コロナウイルスにより、

面接会は中止となりました。

69人

90.7%

90人

86.5%

49人

・障がい者就職面接会を実施

し、企業32社、求職者215人が

参加しました。

市内の就労定着支援事

業所は2018年5月以降

に開所したため、2018

年度実績はありませ

ん。

〇就労移行支援事業所の移行率

【2016年度実績】

就労移行率が3割以上の事業所が全体の7割

【2020年度目標】

就労移行率が3割以上の事業所を全体の5割以上※２

130人 131人 124人

87.5% 83.3% 83.3%
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評価 ○➡実施できた △➡一部実施できた ×➡実施できなかった

評価 評価 評価

・地域での就労・生活の支援体制の確保及

び個々の障がいに応じたきめ細やかな支援

のため、引き続き複数のセンター体制で実

施していきます。

〇 〇 〇

・町田市独自の補助を続け、就労の相談・

支援窓口を確保していきます。
〇 〇 〇

・国制度の「就業・生活支援センター※」

の増設については、引き続き東京都に要請

していきます。

〇 △ ×

職

場

実

習

な

ど

を

通

じ

た

雇

用

の

拡

大

・東京都立町田の丘学園生徒のインターン

シップの受け入れを継続するとともに、

チャレンジ雇用の実績をふまえ、知的障が

いや精神障がいのある人の雇用の拡充に向

けて、引き続き検討していきます。

△ △ △

就

労

移

行

支

援

サ

ー

ビ

ス

の

充

実

・サービス提供の時期や必要性を見極めな

がら、本人や事業所に適切な支援をしま

す。

〇 〇 〇

就

労

定

着

の

推

進

・就労後の定着への支援については、2018

年度から障害福祉サービスの新たなサービ

スに加わることを契機として、サービスの

基盤整備にとりくみます。

〇 〇 〇

・標準利用期間（期間限定）の

サービスで、利用状況と更新希

望など確認し、障がい者支援セ

ンター・障がい福祉課が申請に

必要な書類をととのえて、サー

ビス提供を行いました。

・標準利用期間（期間限定）の

サービスで、利用状況と更新希

望など確認し、障がい者支援セ

ンター・障がい福祉課が申請に

必要な書類をととのえて、サー

ビス提供を行いました。

就

労

・

生

活

支

援

セ

ン

タ

ー

等

に

よ

る

就

労

の

推

進

・市内に5箇所の就労定着支援

事業所が開設しました。利用者

のサービス活用につなげるた

め、相談支援事業所連絡会にて

事業内容の説明を行いました。

・市内に2箇所の就労定着支援

事業所が開設しました。

・利用者のサービス活用につな

げるため、支援機関に事業所の

情報提供を行いました。

・障がいの種別に応じた就労・

生活支援センター2箇所の業務

委託を継続し、職場実習、面接

同行など必要な支援・相談を実

施しました。また、就労中の方

には職場環境に適応するための

支援を実施しました。

・就労支援センター1箇所に対

して市独自の補助を継続して実

施しました。

・「就業・生活支援センター」

増設の要請を行いましたが、東

京都の方針により増設不可能な

状況です。

・就労支援センター1箇所に対

して市独自の補助を継続して実

施しました。

・「就業・生活支援センター」

増設の要請を行いましたが、既

存の事業者の継続により、実現

には至りませんでした。引き続

き要請していきます。

・町田の丘学園の中等部、高等

部生徒のインターンシップの受

け入れを行いました。

・知的障がいや精神障がいのあ

る人の雇用拡充については、障

がい者施策推進協議会や関係部

会での意見内容を所管課と共有

しましたが、検討にとどまりま

した。精神障がいのある人の新

規雇用は実施できていません。

・町田の丘学園の中等部、高等

部生徒のインターンシップの受

け入れを行いました。

・知的障がいや精神障がいのあ

る人の雇用拡充については、所

管課や近隣自治体と情報共有を

行いました。精神障がいのある

人の新規雇用は実施できていま

せん。

・障がいの種別に応じた就労・

生活支援センター2箇所の業務

委託を継続し、職場実習、面接

同行など必要な支援・相談を実

施しました。また、就労中の方

には職場環境に適応するための

支援を実施しました。

・東京都による増設や新規選定

の見込みがないことが明らかな

ため、要請は実施しませんでし

た。

・町田の丘学園の中等部、高等

部生徒のインターンシップは、

新型コロナウイルスにより中止

となりました。

・2021年度以降の職員採用試

験において、募集を知的障がい

及び精神障がいがある人にも拡

大することを決定しました。

・標準利用期間（期間限定）の

サービスで、利用状況と更新希

望など確認し、障がい者支援セ

ンター・障がい福祉課が申請に

必要な書類をととのえて、サー

ビス提供を行いました。

・前年に引き続き事業所数は7

箇所となっています。

・一般就労に関する支援機関連

絡会を開催し、就労定着支援事

業所の運営状況や他機関との連

携方法について共有しました。

・障がいの種別に応じた就労・

生活支援センター2箇所の業務

委託を継続し、職場実習、面接

同行など必要な支援・相談を実

施しました。また、就労中の方

には職場環境に適応するための

支援を実施しました。

※就業・生活支援センター：他の支援機関・企業等と連携しながら就業支援や就労に関する生活支援を実施しています。就労に関する相談以外に、準備訓練として基礎訓練機関の

紹介・就労に関するプログラムの実施、職場定着支援、就労に関する制度の紹介などを個別に応じておこないます。南多摩圏域では八王子市にのみ設置されています。

・就労支援センター1箇所に対

して市独自の補助を継続して実

施しました。

成果目標を達成するための方策 2018年度 2019年度 2020年度
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サービス提供体制確保のための方策の主な実施状況
※事務局で項目を抜粋したものです。

資料２－③

【障害福祉サービス】

No ページ サービス名称 ２０２０年度 実 施 状 況

1 Ｐ25 重度訪問介護 介護の状況変化に伴って、新基準等での時間数の見直しが行われています。

2 Ｐ26 同行援護
当事者団体との懇談会を、障がい福祉課と社会福祉協議会ガイドヘルパーステーション
が参加して、開催しました。

3
P29～
P30

生活介護
・新たな事業所の開設に関する相談に1件対応しました。
・重い障がいがある人の日中活動の場の確保方策に取り組むことについて、町田市障が
い者プラン21-26の重点施策に設定しました。

4
P40～
P41

短期入所（ショートステイ）
＜福祉型・医療型＞

・単独型2箇所を含む3箇所の短期入所が新たに開設しました。
・障がい児や医療的ケアが必要な人を対象とした事業所が増加しました。

居
住
系
サ
ー

ビ
ス

5 P42
共同生活援助
(グループホーム)

・重度の障がいのある人を多く受け入れるグループホームの開設に関する意見書を作成
し、2021年度の開所につながっています。
・障がいの重度化・高齢化に対応した「日中サービス支援型グループホーム」の設置に
ついて障がい者施策推進協議会にて評価を行いましたが、事業者の提案と町田市の求め
るニーズと合致せず設置には至りませんでした。

6
P47～
P48

計画相談支援
特定相談支援事業所を増やしていくために、障がい分野の事業所や他の福祉分野の事業
所へ訪問して周知活動をしました。

7 P49
地域移行支援・
地域定着支援

コロナ渦のため会議体の活動はできませんでしたが、地域の資源と病院の連携により、
グループホームの体験等地域移行を推進しました。

【地域生活支援事業】

No ページ サービス名称 ２０２０年度 実 施 状 況

8 Ｐ51 理解促進研修・啓発事業

・障害者週間ではホームページで理解啓発のための情報発信を行い、期間中は市役所正
面入り口横で啓発のための懸垂幕の掲示を行いました。
人権週間ではイベントスペースで差別解消条例のパネル展示と共に、昨年度作成したヘ
ルプバンダナも展示しました。
・２月には障がい者差別解消法に基づく町田市の相談窓口の案内チラシを市役所窓口、
障がい者団体や特別支援学校等に配布し、周知に努めました。

9
Ｐ53～
P54

相談支援事業
・障がい者支援センターの特定業務や連携強化のために合同研修を9回開催しました。
・障がいがある人や高齢者、子育て世帯等、住宅の確保に配慮が必要な人を対象とした
「住まいの電話相談窓口」の検討を行い、2021年度の開設につながりました。

10
Ｐ57～
P58

意思疎通支援事業
2018年の東京都障害者差別解消条例の施行に伴い、行政と事業者との役割を明確に
し、必要に応じて合理的配慮としての手話通訳者の設置を事業者に対して要請しまし
た。

任
意
事
業

11 Ｐ67
スポーツ・レクリエーション
教室開催等

・サン町田旭体育館で33回、町田市子ども発達センタープールで2８回実施予定でし
たが、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、年度当初から中止となったまま再開で
きず、余暇活動の場所を提供できませんでした。引き続き再開できるよう検討していき
ます。
・指導員確保のため、広報まちだ・町田市ボランティアセンターで指導員を募集しまし
た。

訪
問
系
サ
ー

ビ
ス

日
中
活
動
系
サ
ー

ビ
ス

相
談
支
援

必
須
事
業



資料 2－④ 

 

 

参考資料 
 

※障がい福祉事業計画の振り返りの際に必要に応じ

て参照いただく資料です 



 1

障害者手帳所持者数および自立支援・難病等の状況について（各年度３月末時点）

各年度3/31現在

2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

10,183 10,405 10,647 10,830 11,082 11,267 11,455 11,624 11,696 11,682 11,747 11,992 11,998 11,946 11,924

１級 3,536 3,647 3,746 3,809 3,878 3,910 3,959 4,011 4,076 4,110 4,131 4,232 4,197 4,170 4,164

２級 1,895 1,906 1,913 1,891 1,899 1,910 1,892 1,884 1,890 1,904 1,922 1,951 1,946 1,977 1,961

３級 1,523 1,522 1,550 1,579 1,602 1,626 1,672 1,737 1,695 1,637 1,612 1,620 1,625 1,601 1,592

４級 2,141 2,237 2,326 2,402 2,552 2,649 2,734 2,806 2,814 2,785 2,809 2,858 2,867 2,854 2,870

５級 557 558 563 575 565 573 587 580 598 603 616 634 628 624 620

６級 531 535 549 574 586 599 611 606 623 643 657 697 735 720 717

視覚障がい 807 696 706 702 712 700 728 754 769 757 779 786 796 810 817

聴覚障がい 900 890 917 940 961 978 989 999 1,017 1,051 1,096 1,149 1,186 1,199 1,247

音声・言語障がい 205 95 95 96 101 110 105 112 115 110 108 115 117 124 130

肢体不自由 5,658 5,848 5,946 6,050 6,172 6,300 6,386 6,428 6,385 6,268 6,160 6,187 6,088 5,970 5,827

内部障がい 2,613 2,876 2,983 3,042 3,136 3,179 3,247 3,331 3,410 3,496 3,604 3,755 3,811 3,843 3,903

１８歳未満 345 342 333 338 338 347 323 314 311 301 289 289 276 277 284

１８歳以上 9,838 10,063 10,314 10,492 10,744 10,920 11,132 11,310 11,385 11,381 11,458 11,703 11,722 11,669 11,640

各年度3/31現在

2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

2,191 2,288 2,376 2,471 2,547 2,640 2,741 2,845 2,938 3,036 3,153 3,269 3,345 3,427 3,496

１度 90 90 89 92 95 100 105 108 119 133 140 148 149 149 149

２度 714 729 761 793 801 818 824 841 853 865 889 899 916 924 938

３度 622 641 642 638 638 646 668 687 697 693 712 742 742 754 767

４度 765 828 884 948 1,013 1,076 1,144 1,209 1,269 1,345 1,412 1,480 1,538 1,600 1,642

１８歳未満 664 792 784 806 829 829 817 818

１８歳以上 1,527 2,146 2,252 2,347 2,440 2,516 2,610 2,679

２０歳未満 810 831 858 870 896 927 956 979 986 1,012 1,024 997 992 1,000

２０歳以上 1,478 1,545 1,613 1,677 1,744 1,814 1,889 1,959 2,050 2,141 2,245 2,348 2,435 2,496

年
齢

年度

合計

等
級

障
が
い
の
種
類

年
齢

年度

身体障害者手帳所持者数

愛の手帳（療育手帳）所持者数

合計

等
級

年
齢



精神障害者手帳・難病等の状況 各年度3/31現在

2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度
精神障害者保健福祉手帳の所持者数 1,427 1,590 1,775 2,048 2,431 2,666 2,973 3,233 3,375 3,561 3,825 4,045 4,399 4,784 4,819

精神障害者保健福祉手帳の発行数 692 898 877 1,171 1,260 1,406 1,567 1,666 1,709 1,852 2,018 2,227 2,307 2,616 2,311

１級 100 114 86 117 126 126 122 134 113 116 124 124 135 125 143

２級 384 502 510 682 753 797 882 890 880 959 1,108 1,184 1,281 1,399 1,274

３級 208 282 281 372 381 483 563 642 716 777 786 919 891 1,092 894

自立支援医療（精神通院）の利用者数 4,764 4,358 4,761 4,974 5,546 5,918 6,127 6,430 6,788 7,013 7,614 7,731 8,095 8,397 4,556

国保受給者証発行数（※国保給付係にて確認） 1,720 1,825 1,891 2,040 2,093 2,196 2,480 2,176 2,731 2,736 1,887

地域移行支援 利用者実人数 6 8 6 4 6 3 5 4 2

地域定着支援 利用者実人数 0 1 0 2 1 1 1 2 6

難病医療費助成 受理進達件数（補助金申請件数） 3,689 3,398 2,959 3,779 4,537 4,610 4,839 5,013 5,488 5,262 5,806 6,131 6,006 6,227 3,111

①一般難病（更新） 2,369 2,510 2,668 2,668 2,840 3,029 2,709 2,756 942

②一般難病（新規） 298 332 353 524 504 489 514 516 471

③人工透析（更新） 732 732 747 807 810 839 857 884 2

④人工透析（新規） 78 82 93 123 127 138 129 118 127

一般難病＋人工透析申請者実数（①＋②＋③＋④） 3,477 3,656 3,861 4,122 4,281 4,495 4,209 4,274 1,542

難病患者等ホームヘルプ 利用者実人数 - 7 10 7 3 2 1 0 3 3 3 3 3 3 5
※総合支援法に変更

障がい別手帳所持者数および割合 各年度3/31現在

2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

10,183 10,405 10,647 10,830 11,082 11,267 11,455 11,624 11,696 11,682 11,747 11,992 11,998 11,946 11,924

74% 73% 72% 71% 69% 68% 67% 66% 65% 64% 63% 62% 61% 59% 59%

2,191 2,288 2,376 2,471 2,547 2,640 2,741 2,845 2,938 3,036 3,153 3,269 3,345 3,427 3,496

16% 16% 16% 16% 16% 16% 16% 16% 16% 17% 17% 17% 17% 17% 17%

1,427 1,590 1,775 2,048 2,431 2,666 2,973 3,233 3,375 3,561 3,825 4,045 4,399 4,784 4,819

10% 11% 12% 13% 15% 16% 17% 18% 19% 19% 20% 21% 22% 24% 24%

13,801 14,283 14,798 15,349 16,060 16,573 17,169 17,702 18,009 18,279 18,725 19,306 19,742 20,157 20,239

割合（％）

合計

身体障害者手帳所持者数

愛の手帳（療育手帳）所持者数

割合（％）

精神保健福祉手帳の所持者数

割合（％）

難
病
関
連

精
神
関
連

項 目



日中活動系サービスの状況

１．生活介護 2021.4.1 2020.4.1

1 25名 42名 25名 44名

2 40名 48名 40名 48名

3 65名 66名 65名 67名

4 20名 16名 20名 25名

5 20名 24名 20名 22名

6 30名 36名 30名 36名

7 60名 68名 60名 66名

8 20名 10名 20名 10名

9 54名 61名 54名 61名

10 10名 10名 10名 10名

11 40名 47名 40名 47名

12 45名 51名 40名 51名

13 40名 39名 40名 39名

14 20名 24名 14名 26名

15 70名 86名 70名 84名

16 60名 58名 60名 58名

17 15名 15名 15名 15名

18 37名 39名 37名 37名

19 20名 14名 20名 19名

20名 5名

20

21

22 40名 37名 40名 38名

23 10名 6名 10名 6名

24 5名 28名 5名 28名

25 20名 26名 20名 26名

26 30名 40名 30名 40名

27 20名 23名 20名 23名

28 25名 17名

35名 29名

29 20名 12名 20名 9名

876名 971名 910名 1009名合計

町田市 ひかり療育園

社会福祉法人 ウィズ町田
赤い屋根

なないろ

社会福祉法人 つぼみの家 町田ゆめ工房

町田かたつむりの家

町田生活実習所

サポートセンター町田とも

ＮＰＯ法人 あ・うん エタラカ活動室(２０２１．５開所）

法人名 事業所名

社会福祉法人 紫苑の会
シャロームの家

第２シャロームの家

社会福祉法人 地の星 ベロニカ苑

社会福祉法人 合掌苑 わさびだ療育園

社会福祉法人 共働学舎
小野路共働学舎

湯舟共働学舎

定員 実員 定員 実員

町田福祉園

ＡＴＯＭ

花の家

花の郷

（ブリコラージュのづたの空）

社会福祉法人 ボワ・すみれ福祉会

ボワ・アルモニー

ＮＰＯ法人 あ・うん プラスアルファ

社会福祉法人 つるかわ学園
つるかわ学園 ※入所者・GH入居者用

60名 59名

社会福祉法人 まちのひ

60名 57名

社会福祉法人 みずき福祉会

社会福祉法人 東京援護協会 町田荘 ※入所者用

しんわ常盤支所

かがやき（あい）

社会福祉法人 まちだ育成会 町田市美術工芸館

町田市大賀藕絲館

ＮＰＯ法人 プラナス プラナスクリエイティブセンター

一般社団法人 なれっじ・ネットワーク ぴっころもんど

一般社団法人 UNION MERRILY

一般社団法人 福祉心話会
しんわ常盤事業所

２



 ２
２．就労移行支援 2021.4.1 2020.4.1

1 6名 1名 6名 1名

2 6名 3名 6名 7名

3 6名 2名 6名 6名

4 20名 24名 20名 24名

5 20名 20名 20名 20名

6 20名 23名 20名 35名

7 20名 20名 20名 20名

8 20名 24名 20名 24名

9 20名 5名 20名 5名

10 20名 20名 20名 17名

11 20名 21名 20名 17名

178名 163名 178名 176名

３．自立訓練

1 20名 23名

2 6名 8名 6名 8名

3 14名 11名 14名 2名

40名 42名 20名 10名

4．宿泊型自立訓練

1 30名 16名 30名 18名

2 20名 12名 20名 8名

50名 28名 50名 26名

5．就労継続支援Ａ型

1 20名 19名 20名 17名

20名 19名 20名 17名

実員

定員 実員

定員 実員

社会福祉法人 地の星 風

株式会社ココルポート Cocorport colledge町田キャンパス

社会福祉法人 コメット 原町田スクエア

社会福祉法人 つるかわ学園 支援センター ソラール

ウェルビー株式会社

一般社団法人ルミノーゾ

定員 実員

定員 実員

定員 実員

一般社団法人 ディーセントワールド

合計

合計

合計

法人名 定員 実員 定員 実員事業所名

法人名 事業所名

ウェルビー町田市役所前センター

社会福祉法人 つるかわ学園 支援センター ソラール

社会福祉法人 まちのひ ひあたり野津田

ルミノーゾ町田

ウェルビー町田駅前センター

株式会社ココルポート Cocorport町田駅前Office

法人名 事業所名

株式会社Pleasant life ハンドシェイク

株式会社ワンイレブン ワンブリッジ町田

ルミノーゾ町田 シバヒロ前

定員

スワンカフェ＆ベーカリー町田1号店

合計

法人名 事業所名

社会福祉法人 つるかわ学園 町田通勤寮

医療法人社団 正心会 すてっぷ

株式会社アークリンク ディーキャリア町田オフィス
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 ２
6．就労継続支援Ｂ型 2021.4.1 2020.4.1

1 30名 28名 30名 28名

2 45名 45名 45名 45名

3 20名 16名 20名 16名

4 10名 12名 10名 11名

5 34名 45名 34名 39名

6

7

8

9

10 25名 25名 25名 25名

11 30名 29名 30名 29名

12 40名 48名 40名 48名

13 30名 28名 30名 31名

14 40名 38名 40名 38名

15 20名 19名 20名 19名

16

17 68名 92名 68名 65名

18 20名 20名 20名 22名

19 20名 17名 20名 16名

20 20名 14名 20名 14名

21 20名 36名 20名 35名

22

23 20名 20名 20名 21名

24 30名 34名 30名 29名

25 20名 38名 20名 39名

26 20名 17名 10名 19名

27 20名 9名 10名 5名

28 20名 17名 20名 17名

29 15名 7名 15名 8名

30 20名 34名 20名 34名

31 20名 18名 15名 12名

32 10名 5名 10名 5名

33 20名 3名 20名 0名

34 25名 11名

752名 810名 742名 756名

定員 実員

合計

社会福祉法人 まちのひ

ひあたり野津田

富士作業所(ベーカリーひあたり)

公民館喫茶コーナー

富士清掃サービス

富士第二作業所

社会福祉法人 つぼみの家 町田ゆめ工房

40名 44名

40名 42名

40名 42名

ＮＰＯ法人 ワークショップハーモニー ワークショップ七国山

森工房

藕絲の定員に含む

ＮＰＯ法人 アミティ町田けやき 喫茶けやき

社会福祉法人 まちだ育成会

かがやき（きぼう）

社会福祉法人 クラブハウス町田 ラ・ドロン

ＮＰＯ法人 Ｌａ Ｍａｎｏ クラフト工房 Ｌａ Ｍａｎｏ

一般社団法人 あんべるどかねる 黎音

一般社団法人 福祉心話会 しんわ町田事業所

一般社団法人 光明福祉会 おーくらいど

NPO やまぼうし エッグドームスローワールド

株式会社 野村フーズ ノーマライゼーションＫ

社会福祉法人 コメット 原町田スクエア

一般社団法人 リガーレ

法人名 事業所名

第2赤い屋根

町田おかしの家

社会福祉法人 ウィズ町田
なないろ

定員 実員

社会福祉法人 愛の鈴

サエラ

社会福祉法人 地の星

40名 43名

藕絲の定員に含む

株式会社 かがやき かがやき町田夢工場

ボワ・アルモニー分場

町田市美術工芸館

町田市大賀藕絲館

こころみ

まちだ名産品の店 心和

ＮＰＯ法人 町田フレンズサポート 福祉レストラン フレンズ

花の家(クッカ広場)

社会福祉法人 ボワ・すみれ福祉会

ボワ・アルモニー

ＮＰＯ法人 クローバーの会 クローバーの会

森工房（サエラ）

ベロニカ苑Ⅱ

ＮＰＯ法人 町田フレンズサポート ともだちひろば

ＮＰＯ法人 町田リス園 町田リス園
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 ２
７．放課後等デイサービス 2021.4.1 2020.4.1

1 10名 44名 10名 49名

2 10名 36名 10名 42名

3 10名 39名 10名 37名

4 10名 11名 10名 5名

5 10名 26名 10名 28名

6 10名 36名 10名 29名

7 10名 50名 10名 57名

8 10名 37名 10名 34名

9 10名 19名 20名 23名

10 10名 28名 10名 29名

11 10名 26名 10名 24名

12 10名 26名 10名 34名

13 10名 38名 10名 45名

14 10名 51名 10名 47名

15 10名 30名 10名 23名

16 10名 40名 10名 25名

17 10名 35名 10名 25名

18 10名 19名 10名 29名

19 10名 25名 10名 25名

20 10名 48名 10名 59名

21 10名 40名 10名 40名

22 5名 36名 5名 10名

23 10名 40名 10名 45名

24 10名 40名 10名 41名

25 10名 51名 10名 41名

26 5名 15名 5名 14名

27 10名 35名 10名 70名

28 10名 26名 10名 49名

29 10名 22名 10名 28名

30 10名 40名 10名 42名

31 10名 20名 10名 25名

32 10名 41名

33 10名 20名

34 10名 13名

330名 1103名 310名 1074名

定員 登録者数

放課後等デイサービスアイ・ランド町田

アイ・らんど成瀬

アイ・らんど忠生

ナカミチ児童デイサービス忠生

キンダーハウス

NPO法人 プラナス プラナス デイサービスセンター

NPO法人 はらっぱ つくしんぼ

社会福祉法人 ボワ・すみれ福祉会

ボワ・コンサール

ボワ・フルール

ボワ・エール

合計

有限会社G 重症心身障がい児放課後等デイサービスきらら

Kidsテラス森野

株式会社 現代企画 ハッピーテラス町田駅前

株式会社 アイケア

運動療育で生きる力を育む シエル 町田教室

株式会社おもちゃ箱まちだ おもちゃ箱まちだ

株式会社ムック わいわいプラス町田教室

株式会社ＩＤＳＥ
運動療育で生きる力を育む シエル 中町教室

株式会社 つぼみ
つぼみクラブ

つぼみ アウラ

NPO法人 レ・マーニ レ・マーニ

社会福祉法人 ウィズ町田 あらぐさ

株式会社 スリーフィールド トゥモローフィールド 町田

NPO法人 あ・うん でんでん虫の家・町田

株式会社 ヒーローズコーポレーション 星の王子

一般社団法人 なれっじ・ネットワーク ぴっころもんど

定員 登録者数法人名 事業所名

株式会社 ぱすてる ぱすてるもあ

株式会社 ニッテム 放課後等デイサービス Steady step

株式会社 メディカル・スカイ あおぞらプラザ

株式会社ヒーローズコーポレーション 星の翼

Kidsテラス木曽西

NPO法人空の翼 ウィングまちだ成瀬

株式会社オン・ザ・プラネット

株式会社ナカミチ

児童デイサービス かのん

ナカミチ児童デイサービス本町田

NPO法人 はとぽっぽ

キンダー
キンダー株式会社
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空室 80

定員に達していないＧＨ 40 身体のみ 0 身体のみ 0 身体のみ 0

知的のみ 59 知的のみ 297 知的のみ 276

2020年度に新規開設したGH数 16 精神のみ 20 精神のみ 109 精神のみ 99

増加した定員数（既存施設の定員増を含む） 86 難病のみ 0 難病のみ 0 難病のみ 0

身体のみ 0 身体・知的 4 身体・知的 18 身体・知的 18

知的のみ 22 知的・精神 44 知的・精神 206 知的・精神 157

精神のみ 0 身・知・精・難 6 身・知・精・難 24 身・知・精・難 24

難病のみ 0 133 654 574

身体・知的 0

知的・精神 64

身・知・精・難 0

※サテ…サテライト型

事業所数 定員 利用者
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 ４

緊急一時保護の支給決定数

１ 知的障がい者（２床）

（１） 町田福祉園 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

確保ベッド数 １床 １床 １床 １床 １床 １床 １床 １床

延利用可能日数 365 219 220 220 220 220 190 180

支給決定数 183 212 272 138 63 63 122 53

（２）ひまつぶし 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

確保ベッド数 １床 １床 １床 １床 １床 １床 １床 １床

延利用可能日数 365 255 272 272 272 272 200 190

支給決定数 238 262 224 164 105 90 105 44

２ 身体障がい者（２床）

（１）ひまつぶし 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

確保ベッド数 １床 １床 １床 １床 １床 １床 １床 １床

延利用可能日数 365 100 220 220 220 220 130 120

支給決定数 199 201 165 82 63 49 21 16

（２）島田療育センター 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

確保ベッド数 １床 １床 １床 １床 １床 １床 １床 １床

延利用可能日数 359 359 359 359 359 359 360 359

支給決定数 152 87 101 150 74 35 39 26

移動支援サービス受給状況

登録人数 実利用人数 延時間数 登録人数 実利用人数 延時間数

知的 822人 421人 36,547.0時間 888人 547人 49,369.0時間

身体 23人 12人 809.0時間 25人 15人 1,026.0時間

精神 71人 49人 3,623.5時間 77人 43人 2,630.5時間

児童 55人 28人 1,573.5時間 86人 60人 4,493.0時間

緊急一時保護の支給決定数・移動支援の状況

※2019年度実績（参考）

各年度末時点



 

５
２０２０年度 重度訪問介護の支給決定状況（参考数値）

支給月
支給
時間数

人数
支給
時間

人数
支給
時間

人数
支給
時間

人数
支給
時間

人数
支給
時間

人数
支給
時間

人数
支給
時間

人数
支給
時間

人数
支給
時間

人数
支給
時間

人数
支給
時間

人数
支給
時間

～50以下 6 217 5 177 5 177 5 177 5 177 5 177 5 177 5 177 5 177 5 177 5 177 5 177
～100 11 932 12 1,004 13 1,094 13 1,094 12 995 12 995 12 945 12 995 11 917 11 917 11 917 11 917
～150 17 2,134 18 2,284 18 2,284 19 2,424 19 2,424 19 2,424 19 2,424 19 2,424 19 2,424 19 2,424 19 2,424 19 2,424
～200 31 5,898 29 5,518 30 5,718 31 5,918 32 6,078 32 6,078 33 6,233 32 6,033 32 6,054 32 6,054 32 6,054 31 5,874
～250 13 2,982 13 2,982 13 2,982 13 2,982 12 2,752 13 2,984 13 2,984 13 2,984 13 2,984 12 2,754 12 2,754 12 2,754
～300 12 3,340 12 3,340 12 3,340 12 3,340 12 3,340 12 3,340 12 3,340 12 3,340 11 3,040 11 3,040 11 3,040 11 3,040
～350 4 1,338 3 998 3 998 3 998 3 998 3 998 3 998 3 998 3 998 3 998 3 998 3 998
～400 8 2,956 8 2,956 8 2,956 8 2,956 8 2,956 8 2,956 8 2,956 7 2,591 6 2,211 6 2,211 6 2,211 6 2,211
～450 11 4,737 11 4,737 10 4,287 11 4,759 10 4,311 10 4,311 10 4,311 11 4,731 11 4,714 12 5,164 12 5,164 12 5,164
～500 9 4,280 10 4,744 11 5,232 10 4,744 11 5,199 11 5,199 11 5,199 11 5,199 13 6,128 12 5,663 12 5,663 12 5,663
～550 11 5,708 11 5,708 11 5,708 11 5,708 11 5,708 11 5,708 11 5,708 11 5,708 11 5,708 11 5,708 11 5,708 11 5,708
～600 6 3,455 6 3,455 6 3,455 6 3,455 6 3,455 6 3,455 6 3,455 6 3,455 6 3,455 6 3,455 6 3,455 6 3,455
～650 1 620 1 620 1 620 1 620 1 620 1 620 1 620 1 620 1 620 1 620 1 620 1 620
～700 1 655 1 655 1 655 1 655 1 670 1 670 1 670 1 670 1 670 1 670 1 670 1 670
700以上 2 1,472 2 1,472 2 1,272 2 1,272 2 1,272 2 1,272 2 1,272 2 1,272 2 1,272 2 1,472 2 1,272 2 1,272
月合計 143 40,723 142 40,649 144 40,777 146 41,101 145 40,954 146 41,186 147 41,291 146 41,197 145 41,371 144 41,325 144 41,126 143 40,946
月平均(時間)

２０２０年度 重度訪問介護の請求実績状況（参考数値）

支給月
支給
時間数

人数
支給
時間

人数
支給
時間

人数
支給
時間

人数
支給
時間

人数
支給
時間

人数
支給
時間

人数
支給
時間

人数
支給
時間

人数
支給
時間

人数
支給
時間

人数
支給
時間

人数
支給
時間

月合計 126 29,981 120 30,068 125 30,216 131 30,985 129 31,220 129 31,459 130 32,176 129 31,328 128 31,627 126 31,095 123 29,913 123 31,454
月平均（時間）

285

247 243 256

2021年3月

238 251 242 237 242 244 248 243 247

2020年9月 2020年10月 2020年12月 2021年1月 2021年2月

282 285 287 286

2020年11月2020年4月 2020年5月 2020年6月 2020年7月 2020年8月

286 283 282 282

2020年9月 2020年10月 2020年11月 2020年12月 2021年1月 2021年2月 2021年3月

282 281 286

2020年4月 2020年5月 2020年6月 2020年7月 2020年8月



 ６
町田の丘学園 在籍児童生徒数（町田市在住） ※令和３年５月１日のデータをもとに作成

3年 2年 1年 3年 2年 1年 6年 5年 4年 3年 2年 1年

R３年度卒 R２年度卒 R３年度卒 R４年度卒 R５年度卒 R６年度卒 R７年度卒 R８年度卒 R９年度卒 R１０年度卒 R１１年度卒 R１２年度卒

知的障害 44 40 50 24 16 26 18 22 21 22 14 14 311

肢体不自由 4 8 6 3 5 4 2 2 2 6 9 6 57

町田の丘学園 合計 48 48 56 27 21 30 20 24 23 28 23 20 368

（肢高１年）八王子市1名含まず

町田市内 特別支援学級 在籍児童生徒数 ※令和３年５月１日のデータをもとに作成

3年 2年 1年 6年 5年 4年 3年 2年 1年
R４年度卒 R５年度卒 R６年度卒 R７年度卒 R８年度卒 R９年度卒 R１０年度卒 R１１年度卒 R１２年度卒

80 84 67 110 102 98 86 65 45 737

1 0 0 2 1 2 1 2 3 12

81 84 67 112 103 100 87 67 48 749

3年 2年 1年 6年 5年 4年 3年 2年 1年
R４年度卒 R５年度卒 R６年度卒 R７年度卒 R８年度卒 R９年度卒 R１０年度卒 R１１年度卒 R１２年度卒

40 42 33 55 51 49 43 32 22 367

1 0 0 2 1 2 1 2 3 12

41 42 33 57 52 51 44 34 25 379

町田の丘学園 卒業生予測（町田市在住） ※令和３年５月１日のデータをもとに作成

3年 2年 1年 3年 2年 1年 6年 5年 4年 3年 2年 1年

R３年度卒 R２年度卒 R３年度卒 R４年度卒 R５年度卒 R６年度卒 R７年度卒 R８年度卒 R９年度卒 R１０年度卒 R１１年度卒 R１２年度卒

知的障害 44 40 50 64 58 59 73 73 70 65 46 36 678

肢体不自由 4 8 6 4 5 4 4 3 4 7 11 9 69

町田の丘学園 合計 48 48 56 68 63 63 77 76 74 72 57 45 747

（肢高２年）八王子市1名含まず

※町田の丘学園現在の在籍数 ＋ 肢体の特別支援学級在籍数 ＋ 知的の特別支援学級在籍数の50％

町田市外特別支援学校在籍 町田市在住児童生徒数 ※令和３年５月１日のデータをもとに作成

3年 2年 1年 3年 2年 1年 6年 5年 4年 3年 2年 1年
R３年度卒 R２年度卒 R３年度卒 R４年度卒 R５年度卒 R６年度卒 R７年度卒 R８年度卒 R９年度卒 R１０年度卒 R１１年度卒 R１２年度卒

多摩桜の丘学園（肢） 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1
多摩桜の丘学園（知） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

南大沢学園
就業技術科

20 18 20 58

八王子盲学校 2 1 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 5
町田市外特別支援学校 合計 14 17 18 1 0 0 1 0 0 0 1 0 64

肢体不自由

知・肢特別支援学級 計

支援級総計②
知的を実績から、在籍者の内５０％が

町田の丘学園に入学すると想定した場合

中学校

町田の丘学園 在籍・卒業児童生徒数の推移予測

高等部 中学部 小学部

支援級総計①
中学校 小学校

合計

知的障害

知的障害

肢体不自由

知・肢特別支援学級 計

高等部

合計

高等部 中学部 小学部
合計

中学部 小学部

小学校

高等部単独校

合計

合計



資料２－⑤

障がい者計画部会
NO 資料 分野 事業名 所管課 意見の内容 意見に対する回答

1

2020年
度まで
に達成
をめざ
す成果
目標

成果目標「3-1
施設入所者の地
域生活への移
行」

成果目標を達成
するための方策

グループホーム
の整備

障がい福祉課

「特に重い障がいのある人が利用しやすい
基盤の整備につとめます」のところで、2020
年度に1件開所、2021年度にも開所につな
がったとあるが、どの事業所か。

2020年度は、特定非営利活動法人ぶどう
の木の「あいわ」「ゆうわ」が開所しました。
2021年度、特に重度対応の事業所として
は、身体障がいで介助ニーズが高い方を
対象とし、看護師の配置と医療的ケアを一
部実施するグループホームが開所予定で
す。

2

2020年
度まで
に達成
をめざ
す成果
目標

成果目標「3-1
施設入所者の地
域生活への移
行」

成果目標を達成
するための方策

短期入所の基盤
整備

障がい福祉課 2020年度に開設した単独型短期入所2件
はどの事業所か。

東京都で単独型と指定されている事業所
になりますが、一般社団法人ディスカバ
リーの「ディスカバリーステイズ」と、有限会
社Gの「きららアルパカハウス」の2件が開
所しました。

3

2020年
度まで
に達成
をめざ
す成果
目標

成果目標「3-1
施設入所者の地
域生活への移
行」

成果目標を達成
するための方策

グループホーム
の整備・
短期入所の基盤
整備

障がい福祉課

医療的ケアの方が利用できるショートステ
イやグループホームは、なかなか経営的に
も難しいと言われていた。そういった事業を
やろうとしている人たちには、ぜひ上手く
いってほしい。また、ここで終わりではなく、
今後もこういう事業を立ち上げたいと思って
くれる人たちが出てくるようなモデルケース
になるといい。その辺を障がい福祉課で
バックアップできればと思う。

ご意見としてうかがいます。

4

2020年
度まで
に達成
をめざ
す成果
目標

成果目標「3-1
施設入所者の地
域生活への移
行」

成果目標を達成
するための方策

グループホーム
の整備

障がい福祉課

グループホームの実体験。食事のバランス
が悪く、疑問に感じることがある。夕食が少
なくて利用者皆が空腹の状態で寝ることも
あれば、妙にたくさんあるおからだけは、食
べ残すと「また明日食べないか」と言われ
る。鍋料理は冷めた状態で出てくる。
夕食が多くて食べ切れなかった日は、翌日
の朝食が少なく、御飯・味噌汁・卵焼き1個
のみだった。

グループホームの運営状況の点検につい
ては、今後の課題として取り組みを検討し
ます。

5

2020年
度まで
に達成
をめざ
す成果
目標

成果目標「3-1
施設入所者の地
域生活への移
行」

成果目標を達成
するための方策

グループホーム
の整備

障がい福祉課

来年の総合支援法の法改正に関する国の
議論で、グループホームを大幅に見直す検
討がなされている。一般型のずっと暮らす
グループホームと、利用期限を設ける自立
生活移行型の2種類にしていくというもの。
これに関連して、最近精神・知的のグルー
プホームが増えているが、通過型のホーム
は市内に何か所あるか。

参考資料3番の表では、3「エスポワール町
田」、47「はばたき」、48「こだま」、49「たん
ぽぽ」、89「グループホームつむぎ」、102
「グループホームひかりの羽」の6箇所で
す。

6

2020年
度まで
に達成
をめざ
す成果
目標

成果目標「3-1
施設入所者の地
域生活への移
行」

成果目標を達成
するための方策

地域生活への移
行に向けた支援

障がい福祉課

施設を出て地域移行するときが、制度の谷
間になる。外出の制度が使えないなど、か
えって何も利用できなかったり利用が難し
かったりする。
生活体験に慣れていない移行期には、手
厚い支援が必要ではないか。
アメリカや韓国では専門のセンターができ
るようで、日本でも国へ要望しようという話
がある。精神病院からの地域移行も同じこ
とが言え、モニタリングや状況確認は大事
だと思うが、移行期ならではの支援を町田
でも先行的に考えてほしい。

精神病院からの地域移行の面では、今年
度から、精神障がいにも対応した地域包括
ケアシステムの会議を保健所と協力して行
うことになっていますので、医療とも連携し
て、ご意見が反映されるような議論ができ
ればと考えています。

7

2020年
度まで
に達成
をめざ
す成果
目標

成果目標「3-2
精神障がいにも
対応した地域包
括ケアシステム
の構築」

市町村ごとの保
健・医療・福祉関
係者による協議
の場の設置

障がい福祉課

精神障がいにも対応した地域包括ケアシ
ステムの会議は、2021年度、どのぐらいの
頻度で行うのか。メンバーはどのような機
関なのか。
多く会議ができるよう、予算要求すべき。

2021年度は会議を1回行います。
障がい福祉課と保健所、障がい者支援セ
ンター、精神障がいを担当している相談支
援事業所も構成員となります。
2022年度は2回の予定です。

8

2020年
度まで
に達成
をめざ
す成果
目標

成果目標「3-2
精神障がいにも
対応した地域包
括ケアシステム
の構築」

成果目標を達成
するための方策

サービスの周知・
市内精神科病院
との定期的な連
携の場

障がい福祉課

精神病院に長期入院すると、医師の判断
でないと出られない。携帯はなく、誰もいな
い、病院からないがしろにされるような環境
で、ここを出られない恐怖で切羽詰まってし
まう。そんなときに、手紙をくれるなど温かく
助けてくれたのが作業所だった。
また、2年程引き籠もっていた時期は、何を
していいのか分からず、どうしようもなかっ
た。引き籠もってしまう方々が表に出られる
機会はすごく大切。制度が分からない方々
に、支援があることを知ってもらいたい。
案内の紙や冊子などを障がい福祉課で配
るとか、精神病院に通う人たちの状況が分
からないのであれば精神病院でお渡しでき
る紙があってもいいと思う。

精神病院からの地域移行については、精
神障がいにも対応した地域包括ケアシステ
ムの会議の中で議論していきます。
支援制度の情報をお知らせする取り組みと
して、2020年度は、精神関係の資源マップ
を市内精神科病院に配布しました。障がい
福祉課窓口でのお知らせについても、今後
さらに取り組みを進めていきます。

障がい福祉事業計画の振り返り 各部会からの意見
（町田市障がい福祉事業計画（第5期計画）2020年度実績）

1 ページ
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NO 資料 分野 事業名 所管課 意見の内容 意見に対する回答

9

2020年
度まで
に達成
をめざ
す成果
目標

成果目標「3-4
福祉施設から一
般就労への移
行」

就労・生活支援
センター等から
一般就労する人
数

障がい福祉課
2020年度の一般就労者数は49人と少ない
が、その理由は何か。

新型コロナウイルスの影響で事業を縮小し
た会社がいくつかあり、採用が減った、求
人募集がないなどの声が挙がっていまし
た。
また、ハローワークによると、電車やバスで
のコロナ感染の不安から、就職活動でハ
ローワークに来所する人が減少したとのこ
とです。

10

2020年
度まで
に達成
をめざ
す成果
目標

成果目標「3-4
福祉施設から一
般就労への移
行」

成果目標を達成
するための方策

職場実習などを
通じた雇用の拡
大

障がい福祉課・
職員課

2020年度、職員採用試験において知的障
がい及び精神障がいのある人にも拡大す
ると決定したとのことだが、これは併せて試
験内容等も変更を検討されているのか。

障がい者枠の採用試験は、従来は身体障
がいの方だけを対象にしていましたが、
2021年度の試験から、障がい種別を限定
しない形となっています。ただし、障がい種
別に合わせた試験問題の変更は行ってい
ないとのことです。

11

2020年
度まで
に達成
をめざ
す成果
目標

成果目標「3-4
福祉施設から一
般就労への移
行」

成果目標を達成
するための方策

職場実習などを
通じた雇用の拡
大

障がい福祉課・
職員課

障がい者プラン21-26では、町田市役所で
も知的障がいのある方を職員として採用す
ることを前向きに検討しているとのことで、
嬉しく思っていた。ただ、現在の採用試験
は一般の方や身体の方と同じものと聞き驚
いている。
①知的障がいのある方の場合、合格ライン
は一般の方よりも緩やかになっているか。
②職員として採用されたとき、本人の特性
に合わせた内容の職務が与えられるか。
③現在働いている知的障がいまたは精神
障がいのある職員への配慮として、どのよ
うなことをしているか。

①知的障がいの方の合格ラインは、他の
障がい種別と区別していません。
②障がいの種別に関わらず、異動時や新
規配属の際には、本人に配慮事項を確認
し、配属先と共有するとともに、障がい特性
に合わせた配置や業務内容に配慮してい
ます。
③障がい種別に関わらず、個人の障がい
の特性に合わせた配慮を行っています。
一般的な例として、
・業務分担や配置の調整（電話や市民対
応ではなく庶務の仕事を中心にする、外出
しない仕事を割り当てるなど）
・苦手とする作業を控え、得意な仕事を任
せる
・時差勤務の利用や時間外勤務の削減
・体調確認の声かけや休憩室の確保
などがあります。

12

障害福
祉サー
ビス等
の実績

訪問系サービス 重度訪問介護 障がい福祉課

2020年度の利用者数実績が127人。見込
量や2019年度実績と比べて少ないが、理
由は何か。
「使わなかった」と「使えなかった」の理由が
区別できず残念だが、職場の実感として
は、「ヘルパーを探しても見つからず使えな
かった」という理由が結構ある。朝・夕方
等、同じ時間帯に利用希望が重なるため、
ヘルパーの人数がぎりぎりだと、自分が使
いたい時間に使えないことがある。

参考資料の5番に、月毎の請求人数を記載
しています。正確な分析は出ていません
が、新型コロナウイルスの影響で、利用し
ない・利用できない人がいたと考えられま
す。

13

障害福
祉サー
ビス等
の実績

地域生活支援事
業（任意事業）

緊急一時保護 障がい福祉課
2020年度は139日と少ない。開けていた状
態を取っているとは思うが、稼働率として適
正な数値なのか。

新型コロナウイルスの影響も若干考えられ
ますが、どちらかというと、緊急一時になる
前にショートステイを利用していただくよう
案内しています。極力ショートステイの空き
を確認し、通常利用しているところを使って
いただく、ということで緊急一時保護が減っ
ていると考えます。

就労・生活支援部会
NO 資料 分野 事業名 所管課 意見の内容 意見に対する回答

1

2020年
度まで
に達成
をめざ
す成果
目標

成果目標「3-4
福祉施設から一
般就労への移
行」

就労移行支援事
業等を通じて一
般就労に移行す
る者・
就労・生活支援
センター等から
一般就労する人
数

障がい福祉課

障がい者計画でも同様の項目がある他、
「就労移行支援事業等を通じて一般就労に
移行する者」の内訳として、部会では「セン
ター利用」「センター未利用」の人数も示さ
れた。数字の関連性、目標値や集計方法
について確認したい。

※就労・生活支援部会では、障害福祉
サービスを利用しながら支援センターにも
登録していた人の数として、内訳を算出し
ました。

一般就労の実績としては、大きく2種類の
算定を行っています。
・一つ目は、町田市障がい者就労・生活支
援センターりんく、レッツ、就労支援セン
ターらいむの計3つのセンターを通じて一般
就労した人数です。この人数において65人
を目標としていたところ、実績は49人となり
ました。
・二つ目が、就労移行支援や就労継続支
援等の障害福祉サービスを通じて一般就
労につながった人数です。実績の78人のう
ち数人は、りんく、レッツ、らいむ等の支援
センターにも登録していました。

2 ページ



資料２－⑤
NO 資料 分野 事業名 所管課 意見の内容 意見に対する回答

一般就労していない人も含めると、りんく、
レッツ、らいむ各センターの登録者数は数
百人単位です。
この項目では福祉サービスを利用して一般
就労した人数を算出していますが、これと
は別に、センターを利用して49人が一般就
労した実績があります。
福祉サービスと3センターそれぞれの実績
を通して、以前から課題とされてきた、福祉
サービスとセンターの役割整理の検討につ
ながっていくのではないかと考えられます。
また、就労に関する実態調査の内容には、
市の事業であるセンターならではの必要性
等も盛り込んでいくことができれば、と考え
ています。

（武沼委員から）
障がい者就労・生活支援センター等の市内
3センターだけではなく、色々な支援機関が
町田にどんどん入ってきて、利用者側の選
択肢の幅が広がっているところだと思う。ま
た、3センターは既にこれ以上抱えきれない
程の利用者がいる現状がある。利用者とし
ては、他の支援機関等を活用することも考
えており、ニーズが変わってきたということ
を表しているのではないかと思う。

3

2020年
度まで
に達成
をめざ
す成果
目標

成果目標「3-4
福祉施設から一
般就労への移
行」

就労移行支援事
業等を通じて一
般就労に移行す
る者・
就労移行支援事
業所の移行率

障がい福祉課

民間の就労移行事業所からの一般就労が
非常に実績を上げてきているため、今後、
就労・生活支援部会としても、民間の事業
所等の意見を反映していく必要がある。

2020年度は、民間の就労移行・定着支援
事業所や、障がい者就労・生活支援セン
ター等との連絡会を開催し、事業所間での
情報共有や意見交換を行いました。今後
の各事業所との連携方法や、部会への意
見反映については検討の必要があると考
えています。

4

2020年
度まで
に達成
をめざ
す成果
目標

成果目標「3-4
福祉施設から一
般就労への移
行」

就労移行支援事
業等を通じて一
般就労に移行す
る者・
就労移行支援事
業所の移行率

障がい福祉課

精神障がいがある人の就職が増えてきて
いる。これらの実績でも、「精神障がいでは
どうだったのか」といった捉え方が必要では
ないか。

株式会社系の就労移行支援事業所では、
精神障がい、発達障がいがある人の利用
が多いため、就労実績も同様の傾向であ
ると予想されます。

5

2020年
度まで
に達成
をめざ
す成果
目標

成果目標「3-4
福祉施設から一
般就労への移
行」

就労定着支援に
よる職場定着率

障がい福祉課

86.5％という数字的には良いと思うが、
NO.4の意見と同様に、実績の内訳として、
精神障がいがある人の割合がどうなってい
るのか見ておかなければいけないと思う。

2019年度中に新規で就労定着支援を利用
した52人の障がい種別は、身体1人・知的4
人（うち1人精神重複）・精神48人（うち1人
知的重複）となっています。
2020年度の定着状況は、途中で支援終了
を希望した人を除き、1年以内に6人（全て
精神障がい）が離職しました。

6

2020年
度まで
に達成
をめざ
す成果
目標

成果目標「3-4
福祉施設から一
般就労への移
行」

就労移行支援事
業等を通じて一
般就労に移行す
る者

（関連）

障がい福祉課

ハローワークに「町田市で就労継続支援A
型事業所を開設したい」という事業者から
連絡が来ている。そこでの話によると「町田
市から、ハローワークにニーズを確認する
よう言われた」「町田市に話しても乗り気で
なく、開設しない方向に進みそう」とのこと。
ハローワークとしては、ニーズは非常に高
いとしか言いようがない。相模原をはじめ、
空きがある他市の事業所から営業が来て
いることもあり、A型に就労すべき人たちは
他市に行かざるを得ない。
市として必要ならば、事業者側にも伝わる
ようにしてほしい。近隣市に比べて事業所
数が極端に少なく、計画にもあまり入って
いないため、いま一度検討してほしい。

就労継続支援A型は、最低賃金の担保とと
もに福祉サービスとして十分に支援できる
体制づくりがなされている事業者でなけれ
ば運営は難しく、指定を行う東京都も厳しく
チェックをしています。
市内の事業所数が非常に少ないことから、
ニーズは高く、市としても事業所を必要とし
ていること、また、その一方で入念な事業
計画や支援体制が整っていなければ開設
のハードルが高いことを事業者に伝えてい
ます。

7

2020年
度まで
に達成
をめざ
す成果
目標

成果目標「3-4
福祉施設から一
般就労への移
行」

成果目標を達成
するための方策

関係機関との連
携・調査・検証に
よる雇用の推進

障がい福祉課

企業に町田の丘学園生徒のインターンシッ
プの依頼をする際、「おかしのまちおかで
実習があるんですか？」と言われるほど、
企業側の認知度が低い。
市内唯一の特別支援学校としての認知度
を高め、市やハローワーク、地域が連携し
て雇用を進めていくと、他の自治体にもア
ピールできるのではないか。重度の身体障
がいがある生徒も多く、国でも推進されて
いるが、テレワークでの障がい者雇用を進
めていく必要がある。
なお、ハローワーク町田と学校で協力し、9
月に町田の丘学園見学会を開く予定。

ご意見としてうかがいます。

2

2020年
度まで
に達成
をめざ
す成果
目標

成果目標「3-4
福祉施設から一
般就労への移
行」

就労移行支援事
業等を通じて一
般就労に移行す
る者

障がい福祉課

（NO.1の意見の図参照）

就労移行支援や定着支援の利用者以外に
も、就労者は幾らでもいる。
ハローワークの就労支援とは別に、「福祉
サービスが入った結果、就労者数が伸びて
いる」ということを立証したい数字なのか。
ただ、就労移行支援等の障害福祉サービ
スのみで70人強が一般就労できている一
方で、障がい者就労・生活支援センター等
も併せて登録している人は少数であり、「セ
ンターを通した移行率が低いのでは」という
見方もできてしまうように思う。

町田市全体の障害者雇用率が落ちている
中、この実績値をどのように位置づけ、
2022年度の「就労に関する実態調査」の前
提とするのか。

3 ページ



資料２－⑤
NO 資料 分野 事業名 所管課 意見の内容 意見に対する回答

8

2020年
度まで
に達成
をめざ
す成果
目標

成果目標「3-4
福祉施設から一
般就労への移
行」

成果目標を達成
するための方策

関係機関との連
携・調査・検証に
よる雇用の推進

（関連）

障がい福祉課

町田市は大学が多くある地域。町田に限ら
ず、障がい者雇用の指導や周知等のた
め、ハローワークから大学へ赴き話をする
が、実際の雇用は進まない状況。
法政大学の特例子会社「オレンジフォレス
ト」は非常に珍しいケース。そういった事例
も含めながら、やはり学校機関には、さら
に障がい者雇用に目を向けてほしい。
過去の計画では「特例子会社の誘致」を掲
げていた。取り組んだものの実現しなかっ
た、という経過はあるが、時代も変わってい
るため、計画に再び載せても良いと思う。
ハローワークや市がチームとなって働きか
けをすることで、より効果が期待できる。

町田市でも、市内に本社のある企業や大
学に対し、特例子会社設置の働きかけを
行った経緯がありますが、その際に特例子
会社の設置に結びついた事例はありませ
んでした。
今後もし市として取組みが必要な状況があ
れば、考えていくようにしたいと思います。

9

2020年
度まで
に達成
をめざ
す成果
目標

成果目標「3-4
福祉施設から一
般就労への移
行」

成果目標を達成
するための方策

就労・生活支援
センター等による
就労の推進

障がい福祉課

近年、就労移行支援事業所が増えており、
様々な事業所が就労支援を実施するよう
になってきている。
就労支援の委託事業であるセンターは、支
援のレベルを互いに高めていけるような情
報共有や研修の企画、助言等を主な業務
にしていく必要があるのではないか。個別
支援だけが増えていきアップアップになる
ようでは、本来目指す方向ではない。その
あたりを事業所間の連絡会等でも話をしつ
つ、この部会等でも、そういった仕組みづく
りを検討できればと思っている。

市としても、各支援機関の役割を整理しな
がら、仕組みづくりを進めていきたいと考え
ています。

相談支援部会
NO 資料 分野 事業名 所管課 意見の内容 意見に対する回答

1

2020年
度まで
に達成
をめざ
す成果
目標

成果目標「3-1
施設入所者の地
域生活への移
行」

成果目標を達成
するための方策

グループホーム
の整備

障がい福祉課

資料ではグループホームの整備が進んで
いることを評価するような記載になってい
て、とても喜ばしい。実際、計画・事業計画
上はグループホームの数が分かりやすい
達成目標として書かれていたと思う。成果
目標の達成状況の一覧にもあるが、重度
の人向けのグループホーム等の整備の重
要性や、それが進んでいることも書かれて
いる。事業計画を作成するときに、グルー
プホームという大枠だけの数値的な目標に
加えて、それぞれの障がいのある人にとっ
て支援を必要とする部分は多様で、それら
も把握した上で、それに合ったグループ
ホームをどれくらいつくるのかといった計画
の立て方も必要だと思う。

ご意見としてうかがいます。

2

2020年
度まで
に達成
をめざ
す成果
目標

成果目標「3-1
施設入所者の地
域生活への移
行」

成果目標を達成
するための方策

地域生活への移
行に向けた支援

障がい福祉課

施設入所の人が地域に戻るのはなかなか
難しいところがあるから、目標がなかなか
達成しづらいと思う。施設から地域に戻ると
きにどんなところのハードルが高くて、どう
いうところが難しいか教えていただけるとあ
りがたい。

親も本人も「やっと施設に入った」という人
が多くて、そこからまた地域に戻るという発
想にはなかなかならない。その施設がグ
ループホームを立ち上げたときに、そこに
移るというパターンは割とある。ある程度の
人が移っていくと本当に重度の人が施設に
は残っている。もしくはグループホームに一
旦移ったんだけれども、高齢になってなか
なかグループホームは厳しいので再度同じ
施設に戻るといったことも現実としてはあ
る。どんどんと進めていくのはなかなか難し
い。

3

2020年
度まで
に達成
をめざ
す成果
目標

成果目標「3-1
施設入所者の地
域生活への移
行」

成果目標を達成
するための方策

地域生活への移
行に向けた支援

障がい福祉課

資料の「地域生活への移行に向けた支援」
のところで、2018年度から2020年度まで
ざっと全部読むと、文章が全部同じである。
より具体的な評価、検証というところではも
う少し2020年度の、計画相談のモニタリン
グの確認をしてどうだったかとか、あるいは
状態の評価、検証ができるような表記がで
きるともう少し分かりやすいのかと感じた。

ご意見としてうかがいます。

4 ページ



資料２－⑤
NO 資料 分野 事業名 所管課 意見の内容 意見に対する回答

4

2020年
度まで
に達成
をめざ
す成果
目標

成果目標「3-1
施設入所者の地
域生活への移
行」

成果目標を達成
するための方策

グループホーム
の整備・地域生
活への移行に向
けた支援

障がい福祉課

移行した人が２人で、減らすどころか増え
ているという話もあった。相談を受ける中で
も、施設入所を希望する家族が減らない、
増えている、継続しているという認識であ
る。施設から地域へといったときに、やはり
グループホームに移行していくのがスムー
ズな地域移行である。この資料の「グルー
プホームの整備」にある重度障害の人のた
めグループホームがいくつか出来てきてい
るが、全体的なニーズに対しての数は少な
いと思う。働く職員の支援力も、重い障害
の人を受けているので、なかなか継続的に
は難しいと感じる。この資料の今年度、短
期入所のところは△になっていて「短期入
所の相談がなかった」とあるが、その前の
年は○だけれども「１件の事業所に対し意
見書を作成しました」となっていて、それほ
ど多く開設が進んでいるように感じられな
い。短期入所も、相談の中で利用の話を進
めるが、なかなか使える場所がないところ
は課題と感じる。

ご意見としてうかがいます。

5

2020年
度まで
に達成
をめざ
す成果
目標

成果目標「3-1
施設入所者の地
域生活への移
行」

成果目標を達成
するための方策

地域生活への移
行

障がい福祉課

障がい者支援センターで相談を受けてい
て、施設入所が最終的な目標になっている
ことが日常である。そのように考えざるをえ
ない、いろいろな社会資源の状況や相談
の在り方、相談支援体制といったところに
大きな課題があると考える。この後、施設
入所も一つの並立の選択肢として選んでい
けるような相談支援の在り方や、それを補
うツール等が必要と考える。

ご意見としてうかがいます。

5 ページ



資料３－①

※ 事業進捗状況は2021年7月時点

施策分野 ページ
重点
番号

事業（とりくみ）名 2021年度目標値 事業進捗状況

P17 1
小学生を対象とした障がい者スポーツ体験
教室開催

1,000人

今年度のパラバドミントン体験会は、上半期に町田第
一小学校と南第二小学校の2校、計166名に対して実
施。
（当初11校から希望があったが、緊急事態宣言の影響
で選手派遣ができず、選手派遣が可能な日程で希望し
ていた2校のみ実施）
下半期も希望調査を行い、9月から3月の間で実施予
定。

P18 2
障がいがある人の学習成果を発表する場
の充実

障がいに応じた学習プログラムの実施と学習成
果の発表の場の実施

10月から12月までに全6回の聴覚障がいに関する学習
講座を開催予定。既に10名から応募あり。
学習成果については、3回目と6回目の講義でグループ
ワークを行い、グループごとに発表の場を設ける予定。

P24 3 地域生活支援拠点等が有する機能の充実
①地域生活支援拠点等の設置
②町田市障がい者施策推進協議会において、
年1回以上運用状況の検証・検討を行う

相談支援部会において、「地域の体制づくり」と「緊急時
の受入れ・対応」について検討している。後者について
は「緊急時の対応を未然に防ぐ相談機関の役割やツー
ルの開発」について議論している。

P24 4
精神障がいにも対応した地域包括ケアシス
テム構築に向けた保健・医療・福祉の連携

保健・医療・福祉関係者による会議体の設置
町田市地域精神保健福祉連絡協議会にて、夏に本会
議（書面会議）、10月に専門部会を実施予定。

P25 5
重い障がいのある人が利用できるグループ
ホームのあり方の検討

会議体の設置に関する検討
会議体は、事業所連絡会の開催や事業者集団指導の
場を活用する方向で検討している。

P32 6
既存の事業所の活用による、重い障がいが
ある人の日中活動の場の確保方策の実施

①好事例集の収集
②事業所の運営課題の把握

好事例の収集方法、事業所の運営課題の把握方法等
について検討中。

P33 7 障がいがある人の就労に関する実態調査 調査内容検討
5月の就労・生活支援部会にて、規模・方法の協議を
行った。9月と11～12月にワーキンググループにて項目
を検討予定。

P33 8
障がい者就労・生活支援センター等を中心
とした連携強化会議

会議体制の検討
2020年度に実施した、就労移行・定着支援事業所、就
労・生活支援センター、町田市による連絡会をふまえ、
類似の形態での実施を検討中。

P40 9 相談支援体制の強化
市・地域障がい者支援センター・相談支援事業
所が協働した研修・連絡会の開催 年3回

6月25日に研修会を開催した。

P41 10
課題を抱え孤立している障がいがある人・
家庭への相談支援

対象となる障がいがある人・家庭の実態調査の
方法検討

障害福祉サービス等の未申請者・未利用者に対する調
査方法を検討中。

５ 家庭を築くこと・家族を支える
こと

P46 11 短期入所事業所の基盤整備
地域ごとの利用状況やニーズの分析、地域ニー
ズを踏まえた開設促進の実施

地域別での充足状況や、市内短期入所の稼働状況の
確認を行う予定。現時点で短期入所の開設相談はな
い。

６ 保健・医療のこと P48 12
医療機関に対する障害者差別解消法の周
知

医療機関の新規開設や変更等に伴う立入検査
の機会を利用し、配布物等を活用した障害者差
別解消法の周知や合理的配慮への理解促進の
実施

立入検査の際に厚労省作成の医療機関向け好事例集
を活用して説明を行っている。診療所12件、施術所5件
に実施済。

P52 13 手話通訳の普及促進 手話通訳者の設置要請の範囲を広げて実施 設置要請の拡大に伴う対象範囲について現在調整中

P53 14
市からの情報発信のバリアフリー化推進事
業

職員への周知を促進
全庁掲示板（町田市役所全職員が閲覧する電子掲示
板）への掲載を行う予定。

P53 15 サービス・支援機関等の情報提供事業 対象者拡大の検討・実施
窓口での申請の際にサービスや相談機関の案内をす
ることを検討中。

８ 生活環境と安全・安心のこと P58 16 避難体制の充実
他の地域での災害時の状況や、町田市におけ
る防災訓練等の状況を見極め、マニュアルの内
容を見直し修正

地域との連絡会を経て8月頃を目途に随時、改定を
行っていく予定。

９ 差別をなくすこと・権利を守る
こと P63 17

障がい者への理解促進及び差別解消の推
進に関する条例制定

条例制定に向けた情報収集
9月以降に他市における条例の検討体制や内容の情
報取集を実施予定。

１０ 行政サービスのこと P66 18 行政窓口における意思疎通の環境整備
市役所の他部署の窓口に170件手話通訳者を
派遣

7月中旬時点において他部署窓口へ43件手話通訳者
を派遣している。月平均14件のため年度末の派遣件数
は170件を超える見込み。

P69 19 理解促進研修・啓発事業 啓発活動の実施

障がい者週間（12月3日から12月9日）にあわせて、障
がい理解の普及啓発を目的としたコンテンツを公開予
定。
（庁内イベントスペースにてポスターを掲示、庁舎前に
懸垂幕を設置、ホームページの掲載、中央図書館での
展示等）
イベント等の実施については、新型コロナウイルス感染
防止の観点から、現時点では未定。

P69 20 支援人材対策事業 方策と事業内容の検討体制の準備
他市や東京都の障がい福祉分野の事例を情報収集済
み。今後は町田市の他分野の事例について情報収集
を行う予定。

１１ 理解・協働のこと

町田市障がい者プラン２１－２６ 重点施策一覧と２０２１年度目標値・進捗状況

１ 学び、文化芸術、スポーツ活
動のこと

２ 暮らすこと

３ 日中活動・働くこと

４ 相談すること

７ 情報アクセシビリティのこと



資料３－②

障がい者計画部会
NO ページ 分野

重点
番号

事業名 意見の内容 意見に対する回答

1 P24 ２ 暮らすこと 4
精神障がいにも対応した地域包括ケア
システム構築に向けた保健・医療・福祉
の連携

今年度の会議の開催回数は1回との話があったが、進
捗状況には「町田市地域精神保健福祉連絡協議会に
て、夏に本会議、10月に専門部会を実施予定」と記載
があるのは、どういうことなのか。

夏の本会議は、保健所が主催している会議です。
今年度1回としている会議は、10月開催予定の専門
部会を指しています。この専門部会に、相談支援事
業所や障がい者支援センターが参加します。
2022年度には、専門部会を2回開催できるよう計画
を立てているところです。

2 P25 ２ 暮らすこと 5
重い障がいのある人が利用できるグ
ループホームのあり方の検討

グループホームでの実体験。職員から、トイレの回数
が増えるため水を飲んではいけないと言われる。
夜中にトイレに行った回数を次の日の朝に「あなたは
何回行きましたよ」と報告されて辛い思いをしている。

グループホームの運営状況の点検については、今
後の課題として取り組みを検討します。

3 P25 ２ 暮らすこと 5
重い障がいのある人が利用できるグ
ループホームのあり方の検討

133か所にまで増えたグループホームについて、通過
型なのか、バリアフリー環境が整っているのか、重度
の人は受け入れているのかや、対象となる障がい種別
などの情報がわかるリストを作ってほしい。そういった
リストがないと非常に探しづらく、せっかくグループホー
ムの数が増えているのに上手く活用できないと思う。
町田の丘学園が、就労継続支援B型や生活介護の特
徴等をまとめており、大変参考になっている。利用料等
まで細かくなくても良いが、似たような一覧表があると
よい。

ご意見としてうかがいます。

4 P32
３ 日中活動・働く
こと

6
既存の事業所の活用による、重い障が
いがある人の日中活動の場の確保方
策の実施

好事例だけでなく、上手くいかなかった事例も載せた方
が良いのではないのか。
好事例は個別性が高く、汎用性に乏しい場合がある
が、上手くいかなかった事例は共通点が多いように思
う。
したがって、上手くいかなかった事例を載せた方がより
汎用性の高いものになるのではないか。

ご意見としてうかがいます。

5 P40 ４ 相談すること 9 相談支援体制の強化
相談支援体制を強化するために研修・連絡会を3回行
うことになっており、既に「6月25日に研修会を開催し
た」とあるが、これはどのような内容だったのか。

社会福祉法人の運営も行っている大学教授の方を
講師に招き、相談支援従事者としてのあり方（伴走
型支援）について学習しました。

6 P63
９ 差別をなくすこ
と・権利を守るこ
と

17
障がい者への理解促進及び差別解消
の推進に関する条例制定

今年度は情報取集となっている。冬に、書面で実施状
況を報告してもらう際に、これについて調べた結果を報
告してほしい。

ご意見としてうかがいます。

7 P69
１１ 理解・協働
のこと

20 支援人材対策事業
他市や東京都の事例等を集めたとのことだが、いろい
ろな方の参考になると思うので、もっと情報提供してほ
しい。

ご意見としてうかがいます。
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